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令 和 ３ 年 度 予 算
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　　（単位：千円、％）

令和２年度

(1) 　令和３年度の一般会計、特別会計及び企業会計を合計した当初予算は、 予算額 うち繰入金 予算額 うち繰出金 当初予算額 増減額 増減率

６４１億１，７７０万７千円となり、前年度に比べ

１２億８９万２千円の減（１．８％の減）となった。

国民健康保険

(2) 　令和３年度の一般会計歳入歳出当初予算は、それぞれ 事業特別会計

３５６億９００万円となり、前年度に比べ１７億１，５００万円の減 土地区画整理

（４．６％の減）となった。 事業特別会計

介護保険

　令和３年度の予算は、新型コロナウイルス感染症から市民の生命、生活 特別会計

を守る取組みを続け、第五次長期総合計画基本構想に定める将来都市像の 後期高齢者

実現に向けた各種施策の取組みを進め、市民の安全を最優先に防災・減災 医療特別会計

対策に計画的に取り組む予算としている。

(3) 　一般会計から特別会計及び企業会計への繰出金は、 下水道事業

５１億９，０６２万１千円となり、前年度に比べ６億３９７万３千円の増 会計

（１３．２％の増）となった。

(4) 　特別会計を合計した歳入歳出当初予算は、それぞれ

１７１億９，２５９万９千円となり、前年度に比べ

１０億３，６３０万６千円の増（６．４％の増）となった。

(5) 　企業会計を合計した当初予算は、歳入が１０６億２，２４７万９千円と ※下水道事業会計及び病院事業会計について、令和２年度当初予算額は歳出予算額とし、

なり、前年度に比べ４億４，２５７万１千円の減（４．０％の減）、 対前年度比較は歳出予算額における増減額及び増減率としている。

歳出が１１３億１，６１０万８千円となり、前年度に比べ

５億２，２１９万８千円の減（４．４％の減）となった。
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一般会計当初予算の推移 一般会計決算の推移
17年度 ###### ######

予算額 増減額 一人当たり 一世帯当たり 歳入決算額 増減額 歳出決算額 増減額

（千円） （対前年度・千円） （円） （円） （千円） （対前年度・千円） （千円） （対前年度・千円）

平成24年度 32,400,000 1,390,000 100 379,564 898,204 平成24年度 32,748,163 1,408,276 100 32,133,897 1,513,801 100

平成25年度 30,890,000 △ 1,510,000 95 359,701 848,533 平成25年度 30,479,435 △ 2,268,728 93 29,684,026 △ 2,449,871 92

平成26年度 36,248,000 5,358,000 112 420,662 986,206 平成26年度 36,019,548 5,540,113 110 35,281,548 5,597,522 110

平成27年度 33,684,000 △ 2,564,000 104 388,988 905,873 平成27年度 33,628,745 △ 2,390,803 103 32,933,671 △ 2,347,877 102

平成28年度 34,700,000 1,016,000 107 396,748 918,475 平成28年度 34,171,493 542,748 104 33,567,971 634,300 104

平成29年度 32,140,000 △ 2,560,000 99 360,763 828,158 平成29年度 31,781,400 △ 2,390,093 97 31,040,668 △ 2,527,303 97

平成30年度 34,500,000 2,360,000 106 383,696 873,705 平成30年度 34,281,979 2,500,579 105 33,450,218 2,409,550 104

平成31年度 35,694,000 1,194,000 110 394,039 892,551 平成31年度 33,714,054 △ 567,925 103 32,724,701 △ 725,517 102

令和２年度 37,324,000 1,630,000 115 407,734 918,338 令和２年度 ― ― ― ― ― ―

令和３年度 35,609,000 △ 1,715,000 110 385,955 863,667 令和３年度 ― ― ― ― ― ―

※ 指　　　　数 ：平成24年度を100としたときの各年度の比率

人口・世帯数　：各年１月１日現在の住民基本台帳人口等

　令和３年１月１日現在　人口：92,262人　世帯数：41,230世帯
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１ 歳入の状況
  歳入の主な特徴は、次のとおりである。 （ 内訳 ） （単位：千円、％）

(1) 　歳入総額は、対前年度比４．６％の減となった。 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

　一般財源は、１．７％の減となった。これは、地方交付税が２６．０％の 35,609,000 100.0 37,324,000 100.0 △ 1,715,000 △ 4.6

増、法人事業税交付金が２１６．０％の増となったものの、市税が３．５％ 18,551,879 52.1 18,875,674 50.6 △ 323,795 △ 1.7

の減、地方消費税交付金が１．０％の減となったことなどによる。 14,983,250 42.1 15,526,041 41.6 △ 542,791 △ 3.5

　特定財源は、７．５％の減となった。これは、都支出金が子どものための教 139,137 0.4 128,639 0.4 10,498 8.2

育・保育給付費負担金の増などで３．１％の増となったものの、市債が第一調 21,135 0.1 22,247 0.1 △ 1,112 △ 5.0

理場建替移転事業債の減などで３９．９％の減、繰入金が財政調整基金繰入金 107,816 0.3 114,698 0.3 △ 6,882 △ 6.0

の減などで２９．８％の減となったことなどによる。 90,483 0.2 63,497 0.2 26,986 42.5

95,969 0.3 30,370 0.1 65,599 216.0

(2) 　歳入の根幹をなす市税は、新型コロナウイルス感染症の影響による納税義務 1,895,388 5.3 1,914,533 5.1 △ 19,145 △ 1.0

者の所得減や、土地の課税標準額が据え置かれることなどの影響により、全体 68,942 0.2 77,124 0.2 △ 8,182 △ 10.6

で３．５％の減となった。税目別では、個人市民税が７．４％の減、法人市民 環境性能割交付金 32,801 0.1 36,855 0.1 △ 4,054 △ 11.0

税が１０．６％の減、固定資産税が０．１％の増、軽自動車税が３．６％の減、 地方特例交付金 126,376 0.3 128,609 0.3 △ 2,233 △ 1.7

市たばこ税が７．２％の増、都市計画税が０．７％の増となった。 地方交付税 747,723 2.1 593,550 1.6 154,173 26.0

9,399 0.0 8,102 0.0 1,297 16.0

(3) 　地方交付税は、普通交付税が市税の減等による基準財政収入額の減及び算定

時の測定単位における人口が令和２年国勢調査のものとなること等による基準

財政需要額の増により４５．４％の増、特別交付税が５．３％の減となった。 17,057,121 47.9 18,448,326 49.4 △ 1,391,205 △ 7.5

297,575 0.8 274,103 0.7 23,472 8.6

(4) 　国庫支出金は、子どものための教育・保育給付費負担金、保育対策総合支援 使用料及び手数料 711,836 2.0 682,004 1.8 29,832 4.4

事業費補助金の増などで０．５％の増となった。 国庫支出金 5,541,874 15.6 5,513,960 14.8 27,914 0.5

都支出金 6,168,860 17.3 5,983,318 16.0 185,542 3.1

(5) 　都支出金は、子どものための教育・保育給付費負担金、道路改良事業費補助 財産収入 125,371 0.4 110,573 0.3 14,798 13.4

金の増などで３．１％の増となった。 寄附金 7,555 0.0 8,435 0.0 △ 880 △ 10.4

繰入金 909,282 2.6 1,294,547 3.5 △ 385,265 △ 29.8

(6) 　繰入金は、緑化推進基金繰入金、都市計画事業資金積立基金繰入金及び新型 繰越金 300,000 0.8 300,000 0.8 0 0.0

コロナウイルス感染症対策基金繰入金が皆増となった一方で、財政調整基金繰 諸収入 1,121,921 3.1 1,164,889 3.1 △ 42,968 △ 3.7

入金が２８．９％の減、公共施設整備基金繰入金が７７．７％の減となった。 うち収益事業収入 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

市債 1,872,847 5.3 3,116,497 8.4 △ 1,243,650 △ 39.9

(7) 　市債は、第一調理場建替移転事業債、庁舎空調設備改修事業債、（仮称） うち減収補塡債 0 0.0 0 0.0 0 －

サイクルカフェ建設事業債の減などで３９．９％の減となった。 うち臨時財政対策債 1,064,647 3.0 465,897 1.2 598,750 128.5
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  歳出を性質別にみた主な特徴は、次のとおりである。 （ 内訳 ） （単位：千円、％）

(1) 　歳出総額は、対前年度比４．６％の減となった。 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

35,609,000 100.0 37,324,000 100.0 △ 1,715,000 △ 4.6

(2) 19,485,324 54.7 19,172,243 51.4 313,081 1.6

5,821,577 16.3 6,032,274 16.2 △ 210,697 △ 3.5

11,598,580 32.6 11,086,946 29.7 511,634 4.6

2,065,167 5.8 2,053,023 5.5 12,144 0.6

投資的経費 2,201,560 6.2 5,038,882 13.5 △ 2,837,322 △ 56.3

普通建設事業費 2,201,560 6.2 5,038,882 13.5 △ 2,837,322 △ 56.3

補助事業費 0 0.0 308,105 0.8 △ 308,105 皆減

(3) 単独事業費 1,692,528 4.8 4,412,623 11.8 △ 2,720,095 △ 61.6

その他 509,032 1.4 318,154 0.9 190,878 60.0

災害復旧事業費 0 0.0 0 0.0 0 －

失業対策事業費 0 0.0 0 0.0 0 －

その他経費 13,922,116 39.1 13,112,875 35.1 809,241 6.2

(4) 物件費 5,946,261 16.7 5,770,808 15.5 175,453 3.0

維持補修費 105,988 0.3 116,012 0.3 △ 10,024 △ 8.6

補助費等 3,589,818 10.1 3,679,435 9.8 △ 89,617 △ 2.4

積立金 4,328 0.0 10,026 0.0 △ 5,698 △ 56.8

投資及び出資金 0 0.0 0 0.0 0 －

貸付金 0 0.0 0 0.0 0 －

4,225,721 11.9 3,506,594 9.4 719,127 20.5

予備費 50,000 0.1 30,000 0.1 20,000 66.7

　その他経費は、６．２％の増となり、構成比は前年度から４．０ポイント

増加し、３９．１％となった。

　物件費は、建替え移転した第一調理場の稼働に伴う給食調理等業務委託

料、小・中学校の児童及び生徒全員へのタブレット貸与に伴うＬＴＥ通信料

及び端末保守運用委託料、橋梁等長寿命化点検及び計画策定業務委託料の増

などで３．０％の増となった。

　維持補修費は、文化センター施設及び物品用修繕料、第一調理場施設用修

繕料の減などで８．６％の減となった。

　補助費等は、下水道事業会計負担金及び補助金、都市農業経営力強化事業

補助金、企業誘致奨励金等の減などで２．４％の減となった。

　積立金は、森林環境譲与税基金積立金、財政調整基金積立金の減などで

５６．８％の減となった。

　繰出金は、土地区画整理事業特別会計繰出金、国民健康保険事業特別会計

繰出金の増などで２０．５％の増となった。

２ 歳出の状況（性質別）

区　　　　　分
令和３年度 令和２年度 対前年度比較

歳出総額

義務的経費

人件費

扶助費

公債費

　義務的経費は、１．６％の増となり、歳出総額に占める割合（構成比）は
前年度から３．３ポイント増加し、５４．７％となった。
　人件費は、会計年度任用職員報酬、国勢調査指導員・調査員報酬、期末勤
勉手当、市町村職員共済組合負担金、市町村職員退職手当組合負担金の減な
どで３．５％の減となった。
　扶助費は、民間保育所等運営委託料、民間学童クラブ運営委託料、障害児
通所給付費、生活保護費、障害介護給付費の増などで４．６％の増となっ
た。
　公債費は、平成31年度に起債した第一調理場建替移転事業債の元金償還が
開始されたことなどで０．６％の増となった。

　投資的経費は、５６．３％の減となり、構成比は前年度から７．３ポイン

ト減少し、６．２％となった。普通建設事業費の内訳は、補助事業費が民間

保育所等振興費補助金の減などで皆減、単独事業費が第一調理場建替移転工

事請負費、庁舎空調設備改修工事請負費、第一調理場厨房機器・初度備品等

の減などで６１．６％の減、その他が多３・４・１２号読売ランド線道路改

良等工事請負費の増などで６０．０％の増となった。

繰出金



  歳出を目的別にみた主な特徴は、次のとおりである。 （ 内訳 ） （単位：千円、％）

(1) 　総務費は、衆議院議員選挙費、東京都議会議員選挙費などが増となったが、庁 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

舎空調設備改修工事請負費、第１種会計年度任用職員報酬、市役所第二・第三駐

車場整備工事請負費などの減が影響し、総額では２０．５％の減となった。

(2) 　民生費は、民間保育所等運営委託料、民間学童クラブ運営委託料、障害児通所

給付費、生活保護費などが増となったが、民間保育所等振興費補助金、第六保育

園指定管理料、一般職員人件費、児童手当、第２種会計年度任用職員報酬などの

減が影響し、総額では０．１％の減となった。

(3) 　衛生費は、多摩川衛生組合塵芥処理負担金、母子保健事業用消耗品費、粗大ご

み受付収集等業務委託料の増などで１．９％の増となった。

(4) 　商工費は、（仮称）サイクルカフェ建設工事請負費、企業誘致奨励金等、一般

職員人件費の減などで２５．２％の減となった。

(5) 　土木費は、下水道事業会計負担金及び補助金、多７・４・５号線整備工事請負

費、交通安全施設等維持管理に係る電気料金などが減となったが、土地区画整理

事業特別会計繰出金、多３・４・１２号読売ランド線受託事業、多７・５・３号

線整備事業などの増が影響し、総額では３７．３％の増となった。

(6) 　消防費は、梯子車特別点検委託料、消火栓設置・維持管理費等負担金、耐震性

貯水槽設置工事請負費の増などで３．７％の増となった。

(7) 　教育費は、第一調理場の建替え移転に伴う給食調理等業務委託料及び旧第一調

理場解体工事請負費、小・中学校の児童及び生徒全員へのタブレット貸与に伴う

ＬＴＥ通信料及び端末保守運用委託料などが増となったが、第一調理場建替移転

工事請負費、第一調理場厨房機器・初度備品等、第２種会計年度任用職員報酬な

どの減が影響し、総額では３０．４％の減となった。

△ 4.6歳　出　合　計 35,609,000 100.0 37,324,000 100.0 △ 1,715,000

0.6

予　　備　　費 50,000 0.1 30,000 0.1 20,000 66.7

公　　債　　費 2,065,167 5.8 2,053,023 5.5 12,144

3.7

教　　育　　費 4,592,962 12.9 6,601,431 17.7 △ 2,008,469 △ 30.4

消　　防　　費 1,151,016 3.2 1,110,069 3.0 40,947

△ 25.2

土　　木　　費 4,302,430 12.1 3,133,627 8.4 1,168,803 37.3

商　　工　　費 322,725 0.9 431,683 1.2 △ 108,958

△ 1.1

農　　林　　費 65,650 0.2 114,389 0.3 △ 48,739 △ 42.6

労　　働　　費 26,434 0.1 26,717 0.1 △ 283

△ 0.1

衛　　生　　費 3,021,313 8.5 2,965,768 7.9 55,545 1.9

民　　生　　費 16,432,468 46.2 16,454,852 44.1 △ 22,384

13,457 4.2

総　　務　　費 3,248,024 9.1 4,085,087 10.9 △ 837,063 △ 20.5

３ 歳出の状況（目的別）

区　　　　　分
令和３年度 令和２年度 対前年度比較

議　　会　　費 330,811 0.9 317,354 0.8



市税収入の推移
（単位：千円、％）

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減額 増減率

7,413,558 49.4 1.9 7,426,533 49.1 0.2 7,595,746 49.1 2.3 7,721,351 49.2 1.7 7,600,346 49.0 1.6 7,019,451 46.8 △ 580,895 △ 7.6

個　　人 6,839,666 45.6 2.1 6,869,611 45.4 0.4 7,024,068 45.4 2.2 7,117,380 45.4 1.3 7,091,985 45.7 2.4 6,565,162 43.8 △ 526,823 △ 7.4

法　　人 573,892 3.8 △ 1.3 556,922 3.7 △ 3.0 571,678 3.7 2.6 603,971 3.8 5.6 508,361 3.3 △ 8.5 454,289 3.0 △ 54,072 △ 10.6

5,896,438 39.3 1.9 6,010,859 39.7 1.9 6,163,639 39.8 2.5 6,211,481 39.6 0.8 6,195,493 39.9 0.6 6,200,954 41.4 5,461 0.1

純固定資産税 5,808,212 38.7 1.8 5,924,449 39.1 2.0 6,078,855 39.3 2.6 6,128,787 39.1 0.8 6,115,565 39.4 0.6 6,123,830 40.9 8,265 0.1

交 付 金 88,226 0.6 6.0 86,410 0.6 △ 2.1 84,784 0.5 △ 1.9 82,694 0.5 △ 2.5 79,928 0.5 △ 3.3 77,124 0.5 △ 2,804 △ 3.5

64,873 0.5 28.1 67,580 0.4 4.2 70,173 0.4 3.8 73,188 0.5 4.3 82,056 0.5 15.0 79,132 0.5 △ 2,924 △ 3.6

441,128 2.9 △ 3.6 408,422 2.7 △ 7.4 400,776 2.6 △ 1.9 417,008 2.6 4.1 371,707 2.4 3.2 398,320 2.7 26,613 7.2

1,189,633 7.9 1.2 1,218,020 8.1 2.4 1,248,885 8.1 2.5 1,268,663 8.1 1.6 1,276,439 8.2 1.1 1,285,393 8.6 8,954 0.7

15,005,630 100.0 1.7 15,131,414 100.0 0.8 15,479,219 100.0 2.3 15,691,691 100.0 1.4 15,526,041 100.0 1.2 14,983,250 100.0 △ 542,791 △ 3.5

※平成31年度までは決算額、令和２年度及び令和３年度は当初予算額

※令和２年度（当初予算）の増減率は、平成31年度当初予算との比較によるもの

平成30年度（決算） 平成31年度（決算） 令和２年度（当初予算） 令和３年度（当初予算）

市　民　税

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

区　　分
平成28年度（決算） 平成29年度（決算）

都市計画税

合　　計

14,000

15,000

16,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和２年度 令和３年度

百万円
市税収入の推移（平成31年度までは決算額、令和２年度以降は当初予算額）

固定資産税

41.4%

軽自動車税

0.5%

市たばこ税

2.7%

都市計画税

8.6%

個人

43.8%

法人

3.0%

市民税

46.8%

令和３年度当初予算における市税収入の構成比



（単位：千円）

区　　　　分 平成28年度末現在高 平成29年度末現在高 平成30年度末現在高 平成31年度末現在高 令和２年度末現在高 （令和３年度中積立） （令和３年度中取崩） 令和３年度末現在高 指数

財 政 調 整 基 金 2,656,247 2,635,409 2,739,277 2,814,671 2,108,237 (3,686) (678,115) 1,433,808 54

都 市 計 画 事 業 資 金 積 立 基 金 141 141 141 141 50,014 (1) (50,000) 15 11

庁 舎 建 設 基 金 15,109 15,110 15,112 15,114 15,116 (1) (0) 15,117 100

公 共 施 設 整 備 基 金 1,557,634 1,335,802 1,357,894 1,473,824 1,163,643 (104) (75,939) 1,087,808 70

緑 化 推 進 基 金 951,028 981,073 1,000,127 1,000,133 1,000,637 (102) (89,952) 910,787 96

ま ち づ く り 推 進 事 業 基 金 36,652 36,687 36,723 36,759 36,777 (1) (0) 36,778 100

長 寿 社 会 福 祉 基 金 112,223 112,327 114,632 114,632 114,577 (23) (0) 114,600 102

森 林 環 境 譲 与 税 基 金 - - - 3,308 590 (409) (0) 999 -

新型コロナウイルス感染症対策基金 - - - - 77,527 (1) (12,903) 64,625 -

合　　　計 5,329,034 5,116,549 5,263,906 5,458,582 4,567,118 (4,328) (906,909) 3,664,537 69

※令和２年度末現在高及び令和３年度末現在高については、見込額

※指数は、平成28年度末現在高を100とした場合の令和３年度末現在高における値

令和３年度　

公共施設整備基金の充当事業

　・稲城第二中学校土地購入

緑化推進基金の充当事業

　・国有財産管理委託契約に基づく大丸公園・

　　大丸自然公園土地購入

新型コロナウイルス感染症対策基金の

充当事業

　・循環バス運行補助金

基金の状況

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和２年度 令和３年度

百万円 基金現在高の推移

合 計 財政調整基金 公共施設整備基金



（単位：千円）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和２年度 令和３年度

2,473,970 1,380,598 2,887,706 1,712,690 3,130,452 1,872,847

うち臨時財政対策債 591,770 674,598 848,906 669,790 583,852 1,064,647

2,119,102 2,085,238 1,998,608 1,942,270 2,053,023 2,065,167

うち臨時財政対策債 775,296 793,497 775,439 808,434 805,256 801,773

23,616,814 23,083,995 24,123,210 24,026,219 25,223,545 25,135,516

うち臨時財政対策債 10,042,930 9,980,377 10,102,075 10,003,527 9,813,132 10,097,638

※平成31年度までは決算額、令和２年度は決算見込額、令和３年度は当初予算額

市債の状況
区　　　　分

借 入 額

公 債 費

市 債 現 在 高

42.5% 43.2% 41.9% 41.6% 38.9% 40.2%

57.5% 56.8% 58.1% 58.4% 61.1% 59.8%

0%

20%

40%
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80%
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平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和２年度 令和３年度

市債現在高の構成割合

臨時財政対策債 その他
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百万円百万円
借入額、公債費及び市債現在高の推移

市債現在高 借入額 公債費



予算額 特定財源 一般財源 予算額 特定財源 一般財源 

A=B+C B C D=E+F E F G=A-D G/D H=B-E H/E I=C-F I/F 本年度 前年度

市税 14,983,250 0 14,983,250 15,526,041 0 15,526,041 △ 542,791 △ 3.5 0 - △ 542,791 △ 3.5 42.1 41.6

地方譲与税 139,137 0 139,137 128,639 0 128,639 10,498 8.2 0 - 10,498 8.2 0.4 0.4

利子割交付金 21,135 0 21,135 22,247 0 22,247 △ 1,112 △ 5.0 0 - △ 1,112 △ 5.0 0.1 0.1

配当割交付金 107,816 0 107,816 114,698 0 114,698 △ 6,882 △ 6.0 0 - △ 6,882 △ 6.0 0.3 0.3

株式等譲渡所得割交付金 90,483 0 90,483 63,497 0 63,497 26,986 42.5 0 - 26,986 42.5 0.3 0.2

法人事業税交付金 95,969 0 95,969 30,370 0 30,370 65,599 216.0 0 - 65,599 216.0 0.3 0.1

地方消費税交付金 1,895,388 0 1,895,388 1,914,533 0 1,914,533 △ 19,145 △ 1.0 0 - △ 19,145 △ 1.0 5.3 5.1

ゴルフ場利用税交付金 68,942 0 68,942 77,124 0 77,124 △ 8,182 △ 10.6 0 - △ 8,182 △ 10.6 0.2 0.2

環境性能割交付金 32,801 0 32,801 36,855 0 36,855 △ 4,054 △ 11.0 0 - △ 4,054 △ 11.0 0.1 0.1

国有提供施設等所在市町村助成交付金等 233,460 0 233,460 231,409 0 231,409 2,051 0.9 0 - 2,051 0.9 0.7 0.6

地方特例交付金 126,376 0 126,376 128,609 0 128,609 △ 2,233 △ 1.7 0 - △ 2,233 △ 1.7 0.4 0.3

地方交付税 747,723 0 747,723 593,550 0 593,550 154,173 26.0 0 - 154,173 26.0 2.1 1.6

交通安全対策特別交付金 9,399 0 9,399 8,102 0 8,102 1,297 16.0 0 - 1,297 16.0 0.0 0.0

分担金及び負担金 297,575 297,575 0 274,103 274,103 0 23,472 8.6 23,472 8.6 0 - 0.8 0.7

使用料及び手数料 711,836 709,714 2,122 682,004 682,004 0 29,832 4.4 27,710 4.1 2,122 皆増 2.0 1.8

国庫支出金 5,541,874 5,541,874 0 5,513,960 5,513,960 0 27,914 0.5 27,914 0.5 0 - 15.6 14.8

都支出金 6,168,860 6,152,476 16,384 5,983,318 5,983,318 0 185,542 3.1 169,158 2.8 16,384 皆増 17.3 16.0

財産収入 125,371 1,289 124,082 110,573 1,843 108,730 14,798 13.4 △ 554 △ 30.1 15,352 14.1 0.3 0.3

寄附金 7,555 5,751 1,804 8,435 6,410 2,025 △ 880 △ 10.4 △ 659 △ 10.3 △ 221 △ 10.9 0.0 0.0

繰入金 909,282 231,167 678,115 1,294,547 340,512 954,035 △ 385,265 △ 29.8 △ 109,345 △ 32.1 △ 275,920 △ 28.9 2.5 3.5

繰越金 300,000 0 300,000 300,000 0 300,000 0 0.0 0 - 0 0.0 0.8 0.8

諸収入 1,121,921 1,086,409 35,512 1,164,889 1,130,380 34,509 △ 42,968 △ 3.7 △ 43,971 △ 3.9 1,003 2.9 3.1 3.1

市債 1,872,847 808,200 1,064,647 3,116,497 2,650,600 465,897 △ 1,243,650 △ 39.9 △ 1,842,400 △ 69.5 598,750 128.5 5.3 8.4

歳入合計 35,609,000 14,834,455 20,774,545 37,324,000 16,583,130 20,740,870 △ 1,715,000 △ 4.6 △ 1,748,675 △ 10.5 33,675 0.2 100.0 100.0

議会費 330,811 26,700 304,111 317,354 0 317,354 13,457 4.2 26,700 皆増 △ 13,243 △ 4.2 0.9 0.8

総務費 3,248,024 532,417 2,715,607 4,085,087 1,202,335 2,882,752 △ 837,063 △ 20.5 △ 669,918 △ 55.7 △ 167,145 △ 5.8 9.1 10.9

民生費 16,432,468 9,325,081 7,107,387 16,454,852 9,193,999 7,260,853 △ 22,384 △ 0.1 131,082 1.4 △ 153,466 △ 2.1 46.2 44.1

衛生費 3,021,313 1,413,498 1,607,815 2,965,768 1,378,068 1,587,700 55,545 1.9 35,430 2.6 20,115 1.3 8.5 7.9

労働費 26,434 6,365 20,069 26,717 6,493 20,224 △ 283 △ 1.1 △ 128 △ 2.0 △ 155 △ 0.8 0.1 0.1

農林費 65,650 6,645 59,005 114,389 55,672 58,717 △ 48,739 △ 42.6 △ 49,027 △ 88.1 288 0.5 0.2 0.3

商工費 322,725 13,451 309,274 431,683 83,177 348,506 △ 108,958 △ 25.2 △ 69,726 △ 83.8 △ 39,232 △ 11.3 0.9 1.2

土木費 4,302,430 1,868,316 2,434,114 3,133,627 617,291 2,516,336 1,168,803 37.3 1,251,025 202.7 △ 82,222 △ 3.3 12.1 8.4

消防費 1,151,016 95,724 1,055,292 1,110,069 102,000 1,008,069 40,947 3.7 △ 6,276 △ 6.2 47,223 4.7 3.2 3.0

教育費 4,592,962 1,495,747 3,097,215 6,601,431 3,882,548 2,718,883 △ 2,008,469 △ 30.4 △ 2,386,801 △ 61.5 378,332 13.9 12.9 17.7

公債費 2,065,167 50,511 2,014,656 2,053,023 61,547 1,991,476 12,144 0.6 △ 11,036 △ 17.9 23,180 1.2 5.8 5.5

予備費 50,000 0 50,000 30,000 0 30,000 20,000 66.7 0 - 20,000 66.7 0.1 0.1

歳出合計 35,609,000 14,834,455 20,774,545 37,324,000 16,583,130 20,740,870 △ 1,715,000 △ 4.6 △ 1,748,675 △ 10.5 33,675 0.2 100.0 100.0

0 0 0 0 0 0 0 - 0 - 0 - - -

令和３年度当初予算　　歳入歳出予算調書（総括）
会計名　　　01一般会計

（単位：千円、％）

区
分

款　　　名　　　称

本　　　年　　　度 前　　　年　　　度 増　　　減　　　額　　　・　　　率
構　成　比

歳
　
　
　
　
　
入

歳
　
　
　
　
出

歳入歳出差引額

金　　額 特定財源 一般財源



01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12

議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費 農林費 商工費 土木費 消防費 教育費 公債費 予備費 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

267,529 2,101,892 1,079,497 213,406 0 45,075 56,300 374,204 881,318 802,356 0 0 5,821,577 16.3 6,032,274 16.2 △ 210,697 △ 3.5

45,973 1,019,758 834,563 156,930 0 32,792 43,142 315,486 731,508 425,121 0 0 3,605,273 10.1 3,613,871 9.7 △ 8,598 △ 0.2

221,556 1,082,134 244,934 56,476 0 12,283 13,158 58,718 149,810 377,235 0 0 2,216,304 6.2 2,418,403 6.5 △ 202,099 △ 8.4

0 32,660 11,410,702 58,985 0 0 0 0 0 96,233 0 0 11,598,580 32.6 11,086,946 29.7 511,634 4.6

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,065,167 0 2,065,167 5.8 2,053,023 5.5 12,144 0.6

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,065,067 0 2,065,067 5.8 2,052,623 5.5 12,444 0.6

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 100 0 100 0.0 400 0.0 △ 300 △ 75.0

267,529 2,134,552 12,490,199 272,391 0 45,075 56,300 374,204 881,318 898,589 2,065,167 0 19,485,324 54.7 19,172,243 51.4 313,081 1.6

55,461 967,554 214,308 1,330,864 0 5,338 30,598 823,901 178,850 2,339,387 0 0 5,946,261 16.7 5,770,808 15.5 175,453 3.0

0 5,786 713 2,050 0 0 0 39,727 2,316 55,396 0 0 105,988 0.3 116,012 0.3 △ 10,024 △ 8.6

7,821 135,804 1,145,514 1,415,522 26,434 15,237 235,827 389,781 75,160 142,718 0 0 3,589,818 10.1 3,679,435 9.8 △ 89,617 △ 2.4

0 4,328 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,328 0.0 10,026 0.0 △ 5,698 △ 56.8

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0 0.0 0 -

0 0 2,474,102 0 0 0 0 1,751,619 0 0 0 0 4,225,721 11.9 3,506,594 9.4 719,127 20.5

0 0 107,632 486 0 0 0 923,198 13,372 1,156,872 0 0 2,201,560 6.2 5,038,882 13.5 △ 2,837,322 △ 56.3

0 0 107,632 486 0 0 0 923,198 13,372 1,156,872 0 0 2,201,560 6.2 5,038,882 13.5 △ 2,837,322 △ 56.3

（補助事業） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 308,105 0.8 △ 308,105 皆減

（単独事業） 0 0 107,632 486 0 0 0 923,198 13,372 1,156,872 0 0 2,201,560 6.2 4,730,777 12.7 △ 2,529,217 △ 53.5

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0 0.0 0 -

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 50,000 50,000 0.1 30,000 0.1 20,000 66.7

予　算　額 330,811 3,248,024 16,432,468 3,021,313 26,434 65,650 322,725 4,302,430 1,151,016 4,592,962 2,065,167 50,000 35,609,000 100.0 37,324,000 100.0 △ 1,715,000 △ 4.6

構　成　比 0.9 9.1 46.2 8.5 0.1 0.2 0.9 12.1 3.2 12.9 5.8 0.1 100.0

予　算　額 317,354 4,085,087 16,454,852 2,965,768 26,717 114,389 431,683 3,133,627 1,110,069 6,601,431 2,053,023 30,000 37,324,000

構　成　比 0.8 10.9 44.1 7.9 0.1 0.3 1.2 8.4 3.0 17.7 5.5 0.1 100.0

増　減　額 13,457 △ 837,063 △ 22,384 55,545 △ 283 △ 48,739 △ 108,958 1,168,803 40,947 △ 2,008,469 12,144 20,000 △ 1,715,000

増　減　率 4.2 △ 20.5 △ 0.1 1.9 △ 1.1 △ 42.6 △ 25.2 37.3 3.7 △ 30.4 0.6 66.7 △ 4.6

令和３年度当初予算　　予算歳出性質別集計表
会計名　　　01一般会計

（単位：千円、％）

区　　分
合　計 前 年 度 対 前 年 度

人件費

（職員給）

（その他）

扶助費

公債費

（元利償還金）

（一時借入金）

小　　計

予備費

物件費

維持補修費

補助費等

積立金

投資・出資・貸付金

繰出金

合　計

前年度

対前年度

投資的経費

普通建設

災害復旧事業



01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12

議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費 農林費 商工費 土木費 消防費 教育費 公債費 予備費 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

119,237 413,048 87,884 27,248 0 6,366 6,730 844 16,850 290,092 0 0 968,299 2.7 1,123,122 3.0 △ 154,823 △ 13.8

25,903 541,951 476,238 90,647 0 18,067 23,599 177,519 383,881 239,544 0 0 1,977,349 5.6 1,983,182 5.3 △ 5,833 △ 0.3

73,725 528,547 358,325 66,283 0 14,725 19,543 137,967 347,627 193,461 0 0 1,740,203 4.9 1,746,372 4.7 △ 6,169 △ 0.4

48,664 304,356 157,050 29,186 0 5,917 6,428 57,874 132,960 79,259 0 0 821,694 2.3 851,937 2.3 △ 30,243 △ 3.5

0 96 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 96 0.0 96 0.0 0 0.0

165 9,483 16,372 2,304 0 725 801 2,179 1,101 10,434 0 0 43,564 0.1 43,823 0.1 △ 259 △ 0.6

1,937 2,530 931 124 0 355 99 335 17,579 1,654 0 0 25,544 0.1 27,070 0.1 △ 1,526 △ 5.6

570 1,047 0 0 0 60 0 0 335 870 0 0 2,882 0.0 3,130 0.0 △ 248 △ 7.9

230 73,771 20,859 70,605 0 453 1,223 43,426 42,061 930,335 0 0 1,182,963 3.3 1,364,134 3.6 △ 181,171 △ 13.3

206 22,688 5,213 62,686 0 288 659 6,856 25,023 179,373 0 0 302,992 0.8 417,934 1.1 △ 114,942 △ 27.5

0 2,615 99 32 0 2 0 0 4,132 3,111 0 0 9,991 0.0 25,486 0.1 △ 15,495 △ 60.8

24 183 12 58 0 9 0 0 5,582 111 0 0 5,979 0.0 7,726 0.0 △ 1,747 △ 22.6

0 4,555 1,523 4,150 0 154 301 2,055 171 7,203 0 0 20,112 0.1 27,572 0.1 △ 7,460 △ 27.1

0 35,677 4,424 1,319 0 0 0 33,690 3,239 252,724 0 0 331,073 0.9 342,586 0.9 △ 11,513 △ 3.4

0 8,053 1,797 2,140 0 0 263 825 3,914 82,055 0 0 99,047 0.3 120,142 0.3 △ 21,095 △ 17.6

0 0 7,791 0 0 0 0 0 0 405,758 0 0 413,549 1.2 422,448 1.1 △ 8,899 △ 2.1

0 0 0 220 0 0 0 0 0 0 0 0 220 0.0 240 0.0 △ 20 △ 8.3

146 60,384 14,848 8,373 0 0 1,553 940 23,480 94,819 0 0 204,543 0.6 135,968 0.4 68,575 50.4

14,380 593,157 4,308,463 1,302,559 0 4,470 25,819 746,704 78,037 1,314,551 0 0 8,388,140 23.6 7,727,110 20.7 661,030 8.6

13使用料・賃借料 2,515 242,355 17,697 1,458 0 0 1,943 61,420 18,082 144,402 0 0 489,872 1.4 490,532 1.3 △ 660 △ 0.1

14工事請負費 0 0 0 0 0 0 0 372,333 11,216 155,306 0 0 538,855 1.5 2,778,325 7.4 △ 2,239,470 △ 80.6

15原材料費 0 814 41 0 0 0 0 5,640 937 2,846 0 0 10,278 0.0 10,090 0.0 188 1.9

16公有財産購入費 0 0 0 0 0 0 0 368,507 0 93,236 0 0 461,743 1.3 100,640 0.3 361,103 358.8

17備品購入費 35,683 2,886 1,564 0 0 0 0 0 3,380 47,437 0 0 90,950 0.3 657,019 1.8 △ 566,069 △ 86.2

18負担金補助・交付金 7,656 435,917 1,109,380 1,413,178 26,434 14,512 234,987 386,375 72,048 125,583 0 0 3,826,070 10.7 4,254,546 11.4 △ 428,476 △ 10.1

0 0 7,388,713 9,248 0 0 0 0 0 96,233 0 0 7,494,194 21.0 7,463,113 20.0 31,081 0.4

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0 0.0 0 -

21補償補塡・賠償金 0 100 0 0 0 0 0 188,748 750 1,082 0 0 190,680 0.5 137,508 0.4 53,172 38.7

22償還金利子・割引料 0 33,000 1 100 0 0 0 0 0 771,818 2,065,167 0 2,870,086 8.1 2,878,732 7.7 △ 8,646 △ 0.3

23投資・出資金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0 0.0 0 -

0 4,328 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,328 0.0 10,026 0.0 △ 5,698 △ 56.8

0 254 0 0 0 0 0 0 692 0 0 0 946 0.0 931 0.0 15 1.6

0 0 2,474,102 0 0 0 0 1,751,619 0 0 0 0 4,225,721 11.9 3,506,594 9.4 719,127 20.5

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 50,000 50,000 0.1 30,000 0.1 20,000 66.7

予　算　額 330,811 3,248,024 16,432,468 3,021,313 26,434 65,650 322,725 4,302,430 1,151,016 4,592,962 2,065,167 50,000 35,609,000 100.0 37,324,000 100.0 △ 1,715,000 △ 4.6

構　成　比 0.9 9.1 46.2 8.5 0.1 0.2 0.9 12.1 3.2 12.9 5.8 0.1 100.0

予　算　額 317,354 4,085,087 16,454,852 2,965,768 26,717 114,389 431,683 3,133,627 1,110,069 6,601,431 2,053,023 30,000 37,324,000

構　成　比 0.8 10.9 44.1 7.9 0.1 0.3 1.2 8.4 3.0 17.7 5.5 0.1 100.0

増　減　額 13,457 △ 837,063 △ 22,384 55,545 △ 283 △ 48,739 △ 108,958 1,168,803 40,947 △ 2,008,469 12,144 20,000 △ 1,715,000

増　減　率 4.2 △ 20.5 △ 0.1 1.9 △ 1.1 △ 42.6 △ 25.2 37.3 3.7 △ 30.4 0.6 66.7 △ 4.6

令和３年度当初予算　　予算歳出節別集計表
会計名　　　01一般会計

（単位：千円、％）

区　　分
合　計 前 年 度 対 前 年 度

01報酬

02給料

03職員手当

04共済費

05災害補償費

07報償費

08旅費

09交際費

10需用費

01消耗品費

02燃料費

03食糧費

04印刷製本費

05光熱水費

06修繕料

07賄材料費

09医薬材料費

11役務費

12委託料

19扶助費

20貸付金

24積立金

26公課費

27繰出金

28予備費

合　計

前年度

対前年度



　・長峰小学校学童クラブ及び平尾小学校学童クラブの民営化

　・南山小学校学童クラブの定員増

　・給食食材放射能測定の見直し

　・放課後子ども教室事業の見直し

　・（稲城版ネウボラ）おやこ包括支援センターつながる事業

　・育児支援ヘルパー事業の利用拡大

　・稲城第一小学校フェンス設置工事

　・稲城第二中学校土地購入

　・給食残渣リサイクル業務委託

（１）義務教育の内容の充実

（２）教育環境の充実

　・学校給食共同調理場第一調理場建替移転事業

（１）生涯学習の推進

（２）歴史・文化・芸術の振興

令和３年度予算の特徴

（１）育ち育てる環境の充実

　・待機児童対策（認可保育所の受入児童数の拡充）

（２）育ち育てる相談・支援体制の充実

（３）青少年の健全育成

Ⅰ．子育て・教育・文化
～育ち・学びを通じてだれもが輝けるまち 稲城

レ

レ

レ

レ

レ

見

建

建

建

新

１．育ち育てる力の充実 〔8,663,238千円〕

見

２．生きぬく力の育成 〔2,920,473千円〕

３．生涯にわたる学習活動と文化・芸術の振興 〔780,427千円〕



　・市立病院改築工事（LED照明機器設置等）

　・市立病院器械・備品購入（手術室無影灯、病理システム等）

　・ひとり暮らし等高齢者の見守り体制整備事業、実態調査実施方法の見直し

　・介護保険料の改定

　・重症心身障害・医療的ケア児者通所事業所整備促進事業補助金

　・「福祉くらしの相談窓口」相談体制の継続強化

　・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業

（４）生活の安定と自立への支援の充実

（３）障害者（児）福祉の充実

（１）健康づくりの推進

（２）地域医療体制の充実

（３）市立病院の充実

（１）地域福祉の展開

（２）高齢者福祉の充実

Ⅱ．保健・医療・福祉
～だれもが地域で健やかに暮らせるまち 稲城

見

見

新

新

レ

１．健やかな暮らしと医療の充実 〔1,243,665千円〕

２．安心して暮らせる地域福祉 〔5,337,230千円〕

３．公的医療保険と年金制度の推進 〔1,665,011千円〕



　・自治体新電力会社立上げ検討事業

　・緑被率調査事業

　・国有財産管理委託契約に基づく大丸公園・大丸自然公園土地購入

　・新型コロナウイルス感染症対策特別資金融資あっせん事業

　・城山公園テニスコート改修工事

　・サイクルレガシーモニュメント設置事業

（３）スポーツ・レクリエーション活動の振興

（４）賑わいの創出による観光のまちづくりの推進

（１）持続可能な都市農業の振興

（２）商工業の活性化

（２）水と緑・公園の魅力の向上

（１）環境負荷の低減と地球温暖化対策の推進

（２）循環型社会づくり

（３）良好な生活環境の保持・増進

（４）生物多様性の保全

（１）自然環境の保全と緑の創出

Ⅲ．環境・経済・観光
～水と緑につつまれ 活力あふれる賑わいのまち 稲城

建

１．地域循環共生圏形成の推進 〔1,461,686千円〕

新

２．豊かな水と緑のあるまちづくり 〔485,644千円〕

新

３．活力あふれるまちづくりと魅力の発信 〔591,237千円〕

レ

建

新



　・公共施行土地区画整理事業業務委託

　・組合施行土地区画整理事業補助金

　・住所整理事業（南山東部地区）

　・市道171号線整備事業

　・多7・5・3号線新設事業

　・市道638号線等整備事業

　・市道537号線整備事業（鶴川街道（百村区間）整備に伴う市道取付道路の整備）

　・市道380号線整備事業

　・多3・4・12号読売ランド線受託事業

　・鉄道駅ホームドア整備事業補助金

　・稲城駅南口駅前広場整備事業

　・南山東部土地区画整理事業関連下水道工事

　・下水道汚水管工事

　・押立堀排水機場ポンプ交換工事

　・梯子車特別点検整備事業

　・防火水槽整備事業

　・防災行政無線子局スピーカー増設

（４）防犯活動の推進

（５）安全で安心な消費生活の推進

（３）地域防災活動の推進

（１）計画的で適切な土地利用の推進

（２）市街地の整備

（３）市街地の再生

（１）道路環境の向上

（２）交通環境（モビリティ）の向上

（３）衛生環境の向上

（４）総合的な水害対策の推進

（１）消防体制の充実

（２）救急医療体制の充実

Ⅳ．都市基盤整備・消防・防犯
～安全でだれもが安心して快適に暮らせるまち 稲城

１．安心して暮らせるまちづくり 〔1,763,107千円〕

新

２．便利で快適な生活環境の整備 〔1,651,639千円〕

建

建

建

建

３．安全で安心な暮らしを守る対策 〔324,167千円〕

新

建

レ



　・海外姉妹都市提携関係事業

　・「稲城市のお知らせ」作成・放送委託の見直し

　・市制施行50周年記念事業（記念式典）

　・市制施行50周年記念事業（記念誌作成、市歌作成等）

　・旧第一調理場跡地整備事業

　・特別職給与の減額措置

　・ICT運用管理業務支援委託

（１）健全な行財政運営

（２）行政サービスの向上を担う人材の育成と配置

（３）情報システムを活用した行政サービスの向上

（１）コミュニティの育成支援

（２）都市間交流・多文化交流の推進

（１）市民と行政の情報の共有

（２）市民協働の推進

Ⅴ．市民・行政
～みんなでつくる 持続可能な市民のまち 稲城

１．互いに尊重し合う意識の醸成 〔3,536千円〕

２．コミュニティの充実と交流の推進 〔70,966千円〕

３．市民が参加するまちづくり 〔43,038千円〕

4．持続可能な自治体運営 〔3,740,718千円〕

新

新

新

見

見

建

新



SDGｓ（持続可能な開発目標）一覧

①貧困
あらゆる場所のあらゆる形態の貧困
を終わらせる

⑩不平等
各国内及び各国間の不平等を是正す
る

②飢餓
飢餓を終わらせ、食料 安全保障及
び栄養改善を実現し、持続可能な農
業を促進する

⑪都市
包摂的で安全かつ強靱（レジリエン
ト）で持続可能な都市及び人間居住
を実現する

⑥水・衛生
すべての人々の水と衛生の利用可能
性と持続可能な管理を確保する

⑮陸上資源
陸域生態系の保護、回復、持続可能
な利用の推進、持続可能な森林の経
営、砂漠 化への対処、ならびに土地
の劣化の阻止・回復及び生物多様性
の損失を阻止する

③保健
あらゆる年齢のすべての人々の健康
的な生活を確保し、福祉を促進する

⑫生産・消費
持続可能な生産消費形態を確保する

④教育
すべての人々への包摂的かつ公正な
質の高い教育を提供し、生涯学習の
機会を促進する

⑬気候変動
気候変動及びその影響を軽減するた
めの緊急対策を講じる

⑤ジェンダー
ジェンダー平等を達成し、すべての
女性及び女児の能力強化を行う

⑭海洋資源
持続可能な開発のために海洋・海洋
資源を保全し、持続可能な形で利用
する

⑦エネルギー
すべての人々の、安価かつ信頼でき
る持続可能な近代的エネルギーへの
アクセスを確保する

⑯平和
持続可能な開発のための平和で包摂
的な社会を促進し、すべての人々に
司法へのアクセスを提供し、あらゆ
るレベルにおいて効果的で説明責任
のある包摂的な制度を構築する

⑧成長・雇用
包摂的かつ持続可能な経済成長及び
すべての人々の完全かつ生産的な雇
用と働き がいのある人間らしい 雇
用 (ディーセント・ワーク )を促進
する

⑰実施手段
持続可能な開発のための実施手段を
強化し 、グローバル・パートナー
シップを活性化する

⑨イノベーション
強靱（レジリエント）なインフラ構
築、包摂的かつ持続可能な産業化の
促進及びイノベーションの推進を図
る



（単位：千円）

部局 事　　　　　　業
３年度
予算額

事　　業　　内　　容

（企画政策課・総務契約課） 1,825

（企画政策課） 5,165

（企画政策課） 262

（ICT推進課） 10,560

（保険年金課） 4,948

（観光課） 4,390

（障害福祉課） 1,200

（健康課） 21,585

（まちづくり再生課） 366

（緑と環境課） 42

（緑と環境課） 4,504

（消防総務課） 35,420消

防

本

部

平成25年度に登録した梯子車について、機能や
安全性の維持・復元を図るため、特別点検（オー
バーホール）を実施する。梯子車特別点検整備事業

福

祉

部

重症心身障害・医療的ケア児者通所事業所につい
て、事業所の誘致・定着を図るため運営経費の補
助を行う。

重症心身障害・医療的ケ
ア児者通所事業所整備促
進事業補助金

令和２年12月に開設したおやこ包括支援セン
ターにおいて、育児パッケージ配布事業、ファー
ストバースデイサポート事業、多胎児家庭支援・
移動経費補助事業、産後ケア事業を実施する。

（稲城版ネウボラ）おや
こ包括支援センターつな
がる事業

都

市

建

設

部

わかりにくい住所及び所在地の表示を解消するた
め、稲城市住所整理基本方針に基づき、南山東部
土地区画整理事業区域を含む地区の住民と住所整
理の検討をする。

住所整理事業（南山東部
地区）

都
市
環
境
整
備
部

2050年カーボンニュートラルの実現に向け、再
生可能エネルギー等の調達や供給を行う自治体新
電力会社立上げの検討に向けて、庁内で勉強会を
実施する。

自治体新電力会社立上げ
検討事業

現行の緑の基本計画の計画期間が令和３年度で終
了となることから、計画を改定するため、緑被率
調査を実施する。緑被率調査事業

市
民
部

３つの公的保険情報（国民健康保険、後期高齢者
医療制度、介護保険）をコーディネートし、全保
健事業を一体的に実施することで、高齢者の健康
課題に応じた支援を行う。

高齢者の保健事業と介護
予防の一体的実施事業

産

業

文

化

ス

ポ
ー

ツ

部

自転車のまち稲城の象徴、また東京2020オリン
ピック・パラリンピック競技大会のレガシーとし
て、メカニックデザイナー大河原邦男氏がデザイ
ンしたキャラクターをモチーフとしたモニュメン
トを稲城中央公園内に設置する。

サイクルレガシーモニュ
メント設置事業

令和３年度予算の特徴の補足説明

企

画

部

令和３年11月１日に市制施行50周年を迎えるこ
とから、周年記念事業の一環として記念式典を実
施する。

市制施行50周年記念事
業（記念式典）

令和３年11月１日に市制施行50周年を迎えるこ
とから、周年記念事業の一環として記念誌や市歌
の作成等を実施する。

市制施行50周年記念事
業（記念誌作成、市歌作
成等）

稲城市とフォスターシティ市がともに市制施行
50周年を迎えることに合わせ、稲城市姉妹友好
都市交流協会と連携・協力し、姉妹都市提携締結
式や姉妹都市提携に関連した事業を実施する。

海外姉妹都市提携関係事
業

電子機器・情報システムの管理業務や作業手順が
確立しているメンテナンス等の作業や、ICTの利
活用を推進していくうえでの支援などを委託す
る。

ICT運用管理業務支援委
託

新規事業

新規事業

新規事業

新規事業

新規事業

新規事業

新規事業

新規事業

新規事業

新規事業

新規事業

新規事業

新規事業



部局 事　　　　　　業
３年度
予算額

（影響額）
事　　業　　内　　容

（経済課） 16,244

(16,244)

（生活福祉課） 20,084

(6,594)

（児童青少年課） 52,106

(8,715)

（児童青少年課） 27,867

(6,820)

（子育て支援課） 464,602

(201,409)

（子ども家庭支援センター課） 1,969

(220)

（防災課） 1,776

(1,776)

（学校給食課） 5,240

(3,862)

消

防

本

部

区画整理の進捗により、令和２年度に南山東部地
区に防災行政無線子局を整備した。令和３年度
は、稲城小田良地区の防災行政無線子局にスピー
カーを増設する。

防災行政無線子局スピー
カー増設

教

育

部

持続可能な社会の実現の観点から、調理残渣、食
べ残しについて、リサイクル（堆肥化）を実施す
る。

給食残渣リサイクル業務
委託

子

ど

も

福

祉

部

利用者の多様なニーズに対応するため、新たに長
峰小学校学童クラブ及び平尾小学校学童クラブを
民営化する。

長峰小学校学童クラブ及び
平尾小学校学童クラブの民
営化

区画整理の進捗により地域の児童数の増加が見込
まれるため、南山小学校学童クラブの定員を50
名から80名に拡大する。

南山小学校学童クラブの
定員増

待機児童解消を目的として、第三保育園の建て替
え民営化及び第五保育園の弾力化による保育定員
の増を行う。また、第六保育園の民設民営化によ
り低年齢児定員の増を行う。

待機児童対策（認可保育
所の受入児童数の拡充）

育児支援ヘルパー事業について、利用上限時間の
拡大と多胎児家庭の利用料の軽減を行う。育児支援ヘルパー事業の

利用拡大

産

業

文

化

ス

ポ

ー

ツ

部

令和２年度補正予算（第１号）により実施した本
事業の貸付期限を令和４年３月31日までに延長
し、引き続き中小企業等の経営の安定化及び事業
の継続性の確保を図る。

新型コロナウイルス感染
症対策特別資金融資あっ
せん事業

福

祉

部

令和２年度より民間委託している「福祉くらしの
相談窓口」について、新型コロナウイルス感染症
の影響を受けた相談者等に対応するため、３名体
制を継続する。

「福祉くらしの相談窓
口」相談体制の継続強化

レベルアップ

レベルアップ

レベルアップ

レベルアップ

レベルアップ

レベルアップ

レベルアップ

レベルアップ

レベルアップ



部局 事　　　　　　業
３年度
予算額

（影響額）
事　　業　　内　　容

（秘書広報課） 5,255

(△2,802)

（人事課） 43,191

(△4,206)

（高齢福祉課） 484

(△1,199)

（高齢福祉課） 1,285,003

(47,958)

（歳入）

0

（子育て支援課）
（学校給食課）

(△352)
(△22)

（生涯学習課） 51,994

(△5,113)

教

育

部

放課後子ども教室では、土曜日の参加実績がきわ
めて少ないことを踏まえて、月曜日から金曜日ま
での実施とする。

放課後子ども教室事業の
見直し

給食食材放射能測定の見
直し

福

祉

部

「ひとり暮らし生活支援品支給事業」及び高齢者
実態調査の実施方法を見直すことにより、ひとり
暮らし等高齢者の見守り体制を整備する。

ひとり暮らし等高齢者の
見守り体制整備事業、実
態調査実施方法の見直し

介護保険事業計画（第８期）（令和３～５年度）
における介護サービス見込量を推計し、保険料を
改定する。保険料基準月額は5,400円とし、現
行の5,200円から200円引き上げる。
※影響額は、保険料基準額の引き上げ額に第１号
被保険者数を乗じて得た額。

介護保険料の改定

子

ど

も

福

祉

部

等

東日本大震災の発生を機に実施していた給食食材
放射能測定について、近年の測定結果を考慮し、
実施を休止する。

企

画

部

市政情報を広く周知するためのテレビ広報「稲城
市のお知らせ」について、広報紙全戸配布等によ
り市民に内容を周知できていることから番組制作
の内容及び放送回数を見直す。

「稲城市のお知らせ」作
成・放送委託の見直し

総

務

部

市長、副市長及び教育長の給与（給料月額）につ
いて、令和３年度の１年間、10％減額する。特別職給与の減額措置

見直し

見直し

見直し

見直し

見直し

見直し

見直し



部局 事　　　　　　業 事　　業　　内　　容

（スポーツ推進課）

（まちづくり計画課）

（土木課）

（土木課）

（緑と環境課・土木課）

（管理課）

（区画整理課・土木課）

（防災課・土木課）

（教育総務課）

（教育総務課・土木課）

（学務課・建築保全課）

教

育

部

旧調理場の解体に伴い、稲城第一小学校との境界にあ
る調理場内のフェンスを撤去するため、新たに稲城第
一小学校の敷地内にフェンスを設置する。

稲城第一小学校フェンス設置工事

無償で借り受けていた稲城第二中学校用地の一部につ
いて、学校用地として取得する。

稲城第二中学校土地購入

南山東部土地区画整理事業地内に建設していた新第一
調理場が、令和２年９月に竣工し、令和３年４月から
稼働するため、旧第一調理場の解体工事等を実施す
る。

学校給食共同調理場第一調理場建
替移転事業

消
防
本
部

区画整理の進捗により、南山東部地区に耐震性貯水槽
を整備する。

防火水槽整備事業

都

市

環

境

整

備

部

旧第一調理場解体撤去後に、借地の返還及び市有地の
売却に向けて、区画の整理を実施する。
令和３年度は土地区画整理事業の認可手続き・換地設
計業務等を実施する。

旧第一調理場跡地整備事業

産

業

文

化

ス
ポ
ー

ツ
部

設置から30年以上が経過していることから、人工芝
コートへの改修工事を行う。

城山公園テニスコート改修工事

都

市

建

設

部

市内のJR南武線３駅（稲城長沼駅の電留線以外）につ
いて、高齢者、障害者等の移動及び施設の利用の利便
性・安全性の向上の促進を図るため、ホームドアの整
備に係わる費用の一部を補助する。

鉄道駅ホームドア整備事業補助金

車両や歩行者等の通行の円滑化や安全性確保のため、
道路拡幅工事を実施する。

市道380号線整備事業

稲城駅南口駅前広場について、既存レイアウトを見直
し、駅利用者及び市民の利便性向上を図る。

稲城駅南口駅前広場整備事業

国との取り決めに基づき大丸公園及び大丸自然公園の
一部敷地を取得する。

国有財産管理委託契約に基づく大
丸公園・大丸自然公園土地購入

２基あるポンプのうち１基については、前回修繕より
22年が経過しているためポンプ１基の交換を実施す
る。

押立堀排水機場ポンプ交換工事

普通建設事業

普通建設事業

普通建設事業

普通建設事業

普通建設事業

普通建設事業

普通建設事業

普通建設事業

普通建設事業

普通建設事業

普通建設事業

普通建設事業



部局 事　　　　　　業
３年度
予算額

（影響額）

（議会事務局） 1,890

視察旅費の見直し (△ 1,127)

（企画政策課） 0

多摩川流域自治体交流イベントラリーの廃止 (△ 180)

（人事課） 518

職員被服費の見直し (△ 306)

（保険年金課） 0

健康診査料助成の廃止［後期特会］ (△ 2,046)

（生活福祉課） 0

民生委員視察研修の中止 (△ 751)

（高齢福祉課） 0

敬老会の中止 (△ 4,273)

（障害福祉課） 0

車いすタクシー運行事業の廃止 (△ 4,000)

（障害福祉課） 1,213

心身障害者団体等市補助金（事業の廃止や見直し） (△ 3,319)

（健康課） 15,326

健診・各種講演会の見直し（実施方法・回数の見直し） (△ 540)

（防災課） 0

災害対策用飲料貯水槽運用の見直し (△ 1,462)

（生涯学習課） 3,131

公民館主催講座等の見直し（回数の見直し） (△ 446)

（生涯学習課） 0

成人式送迎バス委託の廃止 (△ 248)

（指導課） 47,731

コンピュータ室の見直し（教育用コンピュータ賃借料・保守委託の見直し） (△ 11,077)

69,809

(△ 29,775)
合　　　計

教

育

部

議

会

事
務
局

企
画
部

総
務
部

市
民
部

福

祉

部

消

防

本

部

その他の見直し事業 （新しい生活様式を踏まえた事業見直し等）

その他の見直し事業

その他の見直し事業

その他の見直し事業

その他の見直し事業

その他の見直し事業

その他の見直し事業

その他の見直し事業

その他の見直し事業

その他の見直し事業

その他の見直し事業

その他の見直し事業

その他の見直し事業

その他の見直し事業



引上げ分の地方消費税交付金を充てる社会保障施策に要する経費

　地方消費税率が引き上げられたことに伴い、引上げ分の地方消費税収入は全て社会保障施策に要
する経費に充てることとなりました。
　引上げ分の地方消費税交付金を充てる事業は、下表のとおりです。

（歳入）地方消費税交付金のうち、地方消費税率引上げに伴う増収分

（歳出）社会保障施策に要する経費

（単位：千円）

国・都
支出金

そ の 他
特定財源

引上げ分の
地方消費税

差　　引
一般財源

心身障害者福祉費 1,717,906 1,187,761 7 56,694 473,444

老人福祉費 215,258 135,066 5,564 16,714 57,914

児童福祉総務費 23,855 13,095 827 1,062 8,871

児童処遇費 8,328,153 5,337,942 243,887 615,063 2,131,261

保育所費 33,180 583 19,672 2,894 10,031

児童館費 44,237 0 0 4,731 39,506

学童クラブ費 292,666 269,369 0 2,491 20,806

扶助費（生活保護費） 2,066,222 1,579,618 19,771 49,924 416,909

幼稚園費 51,297 37,041 0 3,193 11,063

12,772,774 8,560,475 289,728 752,766 3,169,805

国民健康保険事業費 878,914 185,407 1 74,165 619,341

介護保険事業費 813,173 51,045 0 170,685 591,443

後期高齢者事業費 782,015 100,992 0 152,521 528,502

2,474,102 337,444 1 397,371 1,739,286

保健衛生総務費 107,730 28,715 0 8,450 70,565

予防費 383,368 157,863 2,632 23,834 199,039

病院事業費 672,685 460,000 0 22,745 189,940

1,163,783 646,578 2,632 55,029 459,544

16,410,659 9,544,497 292,361 1,205,166 5,368,635合　　計

社
会
福
祉

小　　計

社
会
保
険

小　　計

1,205,166 千円

16,410,659 千円

区分 事業名 経費

財源内訳

特定財源 一般財源

保
健
衛
生

小　　計



都市計画税等の充当事業

　都市計画税は、都市計画事業又は土地区画整理事業に要する経費に充てるために課税する目的税

です。都市計画税及び都市計画事業資金積立基金繰入金を充てる事業は下表のとおりです。

（歳入）都市計画税

（歳入）都市計画事業資金積立基金繰入金

（単位：千円）

国　庫
支出金

都支出金 その他
都市計画税・
基金繰入金

差　　引
一般財源

都市計画事業
（普通建設事業）

166,397 0 82,784 0 83,613 0

都市計画事業
（公債費元利償還金）

239,564 0 0 0 239,564 0

下水道事業
（公共下水道事業）

445,294 43,500 2,175 399,619 0 0

下水道事業
（流域下水道事業）

81,036 0 0 81,036 0 0

下水道事業
（公債費元金償還金）

500,436 0 0 372,290 128,146 0

土地区画整理事業
（普通建設事業）

2,472,243 455,705 362,055 707,612 884,070 62,801

合　　計 3,904,970 499,205 447,014 1,560,557 1,335,393 62,801

森林環境譲与税の充当事業

　森林環境譲与税は、森林の整理及びその促進に関する施策に要する経費に充てるために国から

譲与される地方譲与税です。森林環境譲与税を充てる事業は下表のとおりです。

（歳入）森林環境譲与税

（単位：千円）

国　庫
支出金

都支出金 その他
森林環境
譲与税

差　　引
一般財源

公園等維持管理事業
（ナラ枯れ防除等）

13,248 0 6,624 0 6,624 0

森林環境譲与税基金
積立金

408 0 0 0 408 0

合　　計 13,656 0 6,624 0 7,032 0

事業名 経費

財源内訳

1,285,393千円

50,000千円

7,032千円

事業名 経費

財源内訳



  資料 No.2 
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行政連絡員 各位 

 

稲城市企画部 

秘書広報課長 枦場 恵子 

 

タウンミーティングについて 

 

新緑の候、皆様におかれましては、ますますご清栄のこととお喜び申し上げ

ます。また、日頃より、稲城市政に対する一方ならぬご協力、ご支援をいただ

き、厚く御礼申し上げます。 

さて、昨年度中止とさせていただいた「タウンミーティング」の開催を予定

しております。開催にあたり、地域の皆様のご希望を伺い、開催日程を設定し

てまいりたいと考えておりますので、別紙にご記入の上、秘書広報課へご提出

ください。 

皆様のご理解とご協力をお願いいたします。 

 

記 

 

１．内 容 

 タウンミーティングは、地域の皆様と市長が直接語り合う意見交換（懇談）

の場です。 

 

２．日 程 

 8～12 月の開催を予定しております。開催日程のご希望を、別紙にてお知らせ

ください。希望日時が重なった場合は、後日調整させていただきます。 

 

３．会 場 

 市内地区大字ごとに 10 カ所で開催いたします。地域の集会施設を借用して開

催する場合は、後日調整させていただきます。 

 

４．懇談内容 

 各地区でご希望のテーマがございましたら、別紙にご記入ください。 

※希望テーマの提出は必須ではありません。当日は、自由にご発言できます。 

 

５．問い合わせ 

 稲城市 秘書広報課 広報広聴係 

 ℡ 042-378-2111（内線 522） 

 メール kohokocho@city.inagi.lg.jp 



  資料 No.2【別紙】 

2 

 

稲城市 秘書広報課 宛 

（〒206-8601 稲城市東長沼 2111 / FAX 042-378-6700） 

※本紙を 5 月 31 日（月）までに、郵送・FAX 等でお送りください。 
 

１．地区名（大字）                         

 

２．開催希望の日程 

※該当項目に「☑」をご記入ください（複数回答可）。 

 ※事前にわかる日程があればご記入ください。 

 

（１）希 望 月 □８月 □９月 □10 月 □11 月 □12 月 

 

（２）希望時間帯 □平 日 夜間（午後 7時～8 時 30 分） 

         □土曜日 午前（午前 10 時～11 時 30 分） 

         □土曜日 午後（午後 1時 30 分～3時） 

         □日曜日 午前（午前 10 時～11 時 30 分） 

         □日曜日 午後（午後 1時 30 分～3時） 

 

（３）対応不可の日                               

 

３．懇談の希望テーマ 

 ※稲城市政に関するものであれば、内容は問いません。 

 ※希望テーマが無ければ、記入不要です。 

（１）                               

                                  

（２）                               

                                  

 

４．ご連絡担当者 

（１）お 名 前                           

（２）電話番号                           



資料№３ 

 

 

 

 

「安全・安心まちづくり推進協議会」における 

令和２年活動報告及び令和３年の活動について 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務部総務契約課 



＜令和２年 活動報告について＞ 

 

1. 安全・安心まちづくり推進協議会開催 3 回（2 月、6 月、11 月） 

  ※新型コロナウイルスに係る情勢により、6 月は書面開催とした。 

            

2. 市内一斉防犯パトロール（7 月、12 月） 

7 月は、新型コロナウイルスに係る情勢を考慮して中止としたが、12 月は、 

感染拡大防止に配慮し、会場での密集を回避する形で実施した。 

実施日 ： 令和２年１2 月１６日    

参加者数： ６２９人（昨年比 35%減）  延べ１２６団体（昨年比 25%減） 

 

3. 各団体による日々の活動 

各団体により、延べ７９１回、延べ１００,４１１人の防犯パトロール活動が 

実施された。コロナ過の影響もあり、昨年比で実施回数は 60%の減、参加人

数は 3%の減となった。 

    

  4. 特殊詐欺被害防止に係る広報等 

    市広報やメール配信サービスによる注意喚起のほか、後期高齢者医療制度 

（75 歳以上）の健診案内にチラシを同封し、注意喚起を図った。 

    民生・児童委員による高齢者実態調査時（戸別訪問）におけるチラシ配布の

協力依頼を予定していたが、新型コロナウイルスに係る情勢により中止となっ

た。 

     

5. 共催及び後援事業 

「平成 31 年度 稲城市防犯のつどい」（令和 2 年 1 月 23 日） 

⇒ 安全・安心まちづくり推進協議会/多摩稲城防犯協会/稲城市自治会連合会

３団体共催として、特殊詐欺等を題材とした落語、防犯講話を実施した。 

 

「駅伝防犯パトロール」（令和 2 年 5 月 10 日） 

⇒ 多摩稲城防犯協会稲城支部に対する後援事業であるが、新型コロナウイル 

スに係る情勢により中止となった。 



１　包括犯罪別(１月～12月）

犯罪名・年

地区 R1 R2 R1 R2 R1 R2 R1 R2 R1 R2 R1 R2 R1 R2 R1 R2 R1 R2

矢野口 1 0 51 56 0 2 1 1 3 0 13 13 69 72 20.4 23.7 4.05 4.18

東長沼 0 1 42 29 6 3 4 2 1 0 11 10 64 45 18.9 14.8 4.53 3.12

大   丸 0 0 24 34 1 2 3 2 1 0 4 19 33 57 9.8 18.8 3.57 6.11

百　 村 0 0 12 7 0 0 0 0 0 0 3 3 15 10 4.4 3.3 2.84 1.88

坂   浜 0 0 8 2 0 0 2 2 0 0 5 6 15 10 4.4 3.3 5.12 3.3

平   尾 0 0 21 6 0 0 3 1 2 0 4 5 30 12 8.9 3.9 2.56 1

押   立 0 1 15 16 0 0 2 0 0 0 2 4 19 21 5.6 6.9 3.95 4.34

向陽台 0 0 18 8 1 1 2 1 0 0 4 3 25 13 7.4 4.3 2.81 1.47

長   峰 0 0 4 4 1 2 0 0 0 0 4 5 9 11 2.7 3.6 1.99 2.43

若葉台 0 0 52 43 2 1 0 1 1 1 4 7 59 53 17.5 17.4 4.98 4.46

合  計 1 2 247 205 11 11 17 10 8 1 54 75 338 304 100.0 100.0 - -

100.0% -17.0% 0.0% -41.2% -87.5% 38.9% -10.1% ※人口比は1,000人当たりの認知件数

２　窃盗犯の手口別内訳(１月～12月）

手口・年

地区 R1 R2 R1 R2 R1 R2 R1 R2 R1 R2 R1 R2 R2

矢野口 0 0 5 1 3 2 16 29 27 24 51 56 27.3

東長沼 0 0 5 1 1 2 18 16 18 10 42 29 14.1

大   丸 0 0 1 1 1 2 12 17 10 14 24 34 16.6

百　 村 0 0 1 1 0 1 5 1 6 4 12 7 3.4

坂   浜 0 0 0 0 0 0 2 2 6 0 8 2 1.0

平   尾 0 0 2 1 1 0 5 2 13 3 21 6 2.9

押   立 0 0 0 0 1 0 1 3 13 13 15 16 7.8

向陽台 0 0 4 0 1 2 6 1 7 5 18 8 3.9

長   峰 0 0 0 0 0 0 3 1 1 3 4 4 2.0

若葉台 0 0 4 0 3 2 14 21 31 20 52 43 21.0

合  計 0 0 22 5 11 11 82 93 132 96 247 205 100.0

0.0% -77.3% 0.0% 13.4% -27.3% -17.0%

３　特殊詐欺被害

年
R1
R2

　令和２年活動目標値

【数値結果】 ※前年数値との比較

③特殊詐欺被害　　　１１件⇒　　７件（－４件、－６,５２４,０００円）　　　

100.0

件数
11
7

被害額
20,904,000円
14,380,000円

『①刑法犯認知件数アンダー３００、
　 　　　　　　　　　②窃盗犯を１０％削減する、③特殊詐欺被害をゼロにする』

①刑法犯認知件数　３３８件⇒３０４件　 　１０．１％減（－３４件）

②窃盗犯　　　　　２４７件⇒２０５件   　　　１７％減（－４２件）

3.2

8.5

6.1

7.3

1.6

21.1

割合(%)

R1

20.6

17.0

9.7

4.9

ひったくり 侵入窃盗 ｵｰﾄﾊﾞｲ盗 自転車盗 その他窃盗 合計

    令和２年  市内犯罪発生状況と目標に対する結果

凶悪犯 窃盗犯 粗暴犯 知能犯 風俗犯 その他 合　　計 割　　合(%) 人口比（件）

刑法犯は大きく減少したものの、僅かに、アンダー300に及ばず・・・
窃盗犯は目標値以上の削減を達成
特殊詐欺も減少傾向にあるが、引き続き多額の被害が生じている

万引き、すり等

器物損壊、占有離脱物横領等



　　　　平成１６年からの市内刑法犯認知件数等推移

H１６年 H１７年 H１８年 H１９年 H２０年 H２１年 H２２年 H２３年 H２４年 H２５年 H２６年 H２７年 H２８年 H２９年 H３０年 R１年 R２年

◆刑法犯認知件数 1,277 1,087 1,013 884 783 727 699 662 573 596 657 609 544 528 443 338 304

■窃盗犯認知件数 818 684 697 562 505 525 512 510 408 464 485 452 378 390 301 247 205

▲自転車・オートバイ盗認知件数 351 303 343 256 212 225 220 282 186 223 283 219 183 180 148 93 104

●1月１日時点人口 73,520 74,786 75,726 78,461 79,664 81,050 82,029 83,575 84,274 85,877 86,169 86,594 87,461 89,089 89,915 90,585 91,540
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※平成１７年に安全・安心まちづくり推進協議会発足

人口件数



平成16年

平成31年
（令和元年）

令和２年

平成16年

平成31年
（令和元年）

令和２年

平成16年

平成31年
（令和元年）

令和２年 91,540 3.32304

1,277 73,520 17.37

338 90,585 3.73

82,766 13,834,925 5.98

（３） 稲城市

刑法犯認知件数
（年間）

人口
（1月1日時点）

1,000人当たり刑法犯認知件数

283,326 12,074,598 23.46

104,664 13,740,732 7.62

614,303 125,988,000 4.88

（２） 東京都

刑法犯認知件数
（年間）

人口
（1月1日時点）

1,000人当たり刑法犯認知件数

2,562,767 126,824,166 20.21

748,559 126,317,000 5.93

全国・東京都との刑法犯認知件数比較

（１） 全国

刑法犯認知件数
（年間）

人口
（1月1日時点）

1,000人当たり刑法犯認知件数



順位 自治体名 件数 順位 自治体名 件数 人口
1 あきる野市 264 1 1 あきる野市 3.27 80,667
2 福生市 300 2 2 稲城市 3.32 91,540
3 稲城市 304 3 3 日野市 3.70 186,346
4 羽村市 307 4 4 狛江市 3.72 83,257
5 狛江市 310 5 5 多摩市 3.82 148,823
6 国立市 331 6 6 三鷹市 3.84 188,461
7 清瀬市 362 7 7 文京区 4.03 226,114
8 武蔵村山市 382 8 8 東村山市 4.07 151,255
9 東大和市 447 9 9 府中市 4.29 260,232
10 東久留米市 557 10 10 国立市 4.34 76,280
11 多摩市 568 11 11 青梅市 4.47 133,032
12 国分寺市 574 12 12 杉並区 4.48 574,118
13 青梅市 594 13 13 小平市 4.50 194,869
14 小金井市 603 14 14 練馬区 4.56 739,435
15 東村山市 615 15 15 国分寺市 4.59 125,170
16 昭島市 625 16 16 世田谷区 4.61 917,486
17 日野市 690 17 17 調布市 4.66 237,054
18 三鷹市 723 18 18 東久留米市 4.76 116,916
19 小平市 876 19 19 清瀬市 4.85 74,636
20 文京区 912 20 20 小金井市 4.93 122,306
21 西東京市 1,027 21 21 町田市 4.96 428,821
22 調布市 1,105 22 22 八王子市 4.99 562,480
23 府中市 1,117 23 23 西東京市 5.01 205,125
24 武蔵野市 1,193 24 24 品川区 5.10 401,704
25 荒川区 1,242 25 25 目黒区 5.13 281,474
26 立川市 1,243 26 26 福生市 5.21 57,617
27 目黒区 1,444 27 27 東大和市 5.24 85,301
28 中央区 1,768 28 28 武蔵村山市 5.28 72,382
29 墨田区 1,896 29 29 板橋区 5.33 571,357
30 千代田区 1,908 30 30 足立区 5.34 691,298
31 品川区 2,049 31 31 江東区 5.37 521,835
32 中野区 2,058 32 31 江戸川区 5.37 700,079
33 町田市 2,128 33 33 昭島市 5.51 113,397
34 北区 2,198 34 34 羽村市 5.55 55,354
35 港区 2,409 35 35 大田区 5.56 734,493
36 台東区 2,455 36 36 荒川区 5.72 217,146
37 杉並区 2,573 37 37 葛飾区 5.80 464,550
38 葛飾区 2,693 38 38 中野区 6.14 335,234
39 江東区 2,803 39 39 北区 6.21 353,908
40 八王子市 2,805 40 40 立川市 6.75 184,090
41 板橋区 3,044 41 41 墨田区 6.90 274,896
42 豊島区 3,193 42 42 武蔵野市 8.12 146,871
43 練馬区 3,374 43 43 港区 9.25 260,379
44 渋谷区 3,471 44 44 中央区 10.50 168,361
45 足立区 3,693 45 45 豊島区 11.00 290,246
46 江戸川区 3,761 46 46 台東区 12.13 202,431
47 大田区 4,084 47 47 新宿区 13.60 348,452
48 世田谷区 4,231 48 48 渋谷区 15.11 229,671
49 新宿区 4,739 49 49 千代田区 28.93 65,942

1,000人当たり件数　：　3.73件　（1位）

※町村を除く

　令和２年　都内刑法犯認知件数比較

※件数：令和2年12月末時点

刑法犯認知件数　比較 1,000人当たり刑法犯認知件数　比較

[参考]　令和元年　稲城市状況
件数　：　338件　（1位）



件数

7件

詐欺の概要と被害額〔1～12月〕  
日付 地区名 被害額等

1月17日
（金）

若葉台
(詐欺盗) 500,000 円

1月30日
（木）

東長沼
(詐欺盗) 890,000 円

8月22日
（土）

坂浜
（融資保証） 9,260,000 円

9月26日
（土）

若葉台
（詐欺盗） 0 円

9月29日
（火）

坂浜
（還付金） 1,990,000 円

11月3日
（火）

東長沼
(詐欺盗) 1,740,000 円

12月25日
（金）

平尾
（オレオレ） 0 円

 

過去の被害状況 〔1～12月〕  
年 件数(件) 被害額(円)

H２４年 12 27,634,797

H２５年 16 40,968,713

H２６年 11 27,907,760

H２７年 9 38,340,000

H２８年 9 23,602,000

H２９年 11 25,441,000

H３０年 19 41,860,000

R１年 11 20,904,000

　市役所職員を騙る者から「医療費の還付がある」との電話
があり、その後、銀行員を騙る者の指示どおりにATMを操作
し、現金を振り込んだもの。

　警察官を名乗る者から「奥様のカードが不正に使われてい
て、その犯人を捕まえた」と架電があり、誤信した被害者
が、自宅に来た警察官を名乗る者にキャッシュカードを渡し
てしまったもの。

　息子を騙り「携帯電話と大事な書類をなくした」と架電が
あり、不審に思った被害者が相手に話を合わせた。
　その後、交番の警察官を騙る者から落とし物の問い合わせ
があり、さらに、再度息子を騙る者からの架電で「お金が必
要となった」と言われたことから、現金を用意するふりをし
て警察に通報し、自宅に待機していた警察官が現金を受け取
りに来た男を捕まえたもの。
※金額の被害は生じていないが、被害届を受理しているた
め、認知件数にカウントされている。

　西武デパートを騙る者から「旦那さんのカードに不審点が
ある」等と架電があり、その後自宅を訪ねてきた者をカード
の調査員と誤信し、男が差し出した封筒にキャッシュカード
を入れ、印鑑を取りに行っている間に封筒をすり替えられた
もの。 ※犯人が余罪で逮捕され、金額の被害は生じなかった
が、被害届を受理していることから、認知件数としてカウン
トされている。

※令和２年被害額の内訳については、1万円未満切捨てで記載

　警察官を装った者から「あなたのキャッシュカードが不正
利用されている。金融庁の職員がキャッシュカードの確認に
自宅を訪ねる。」と電話があった。
　その後、自宅に来た金融庁職員を装う者にキャッシュカー
ドをすり替えられたもの。

　自宅のFAX宛に「中小企業助成申請ローン」と題された申込
用紙が届き、ローン契約をできると誤信した被害者が、申し
込み手続きとして、複数回にわたり、現金を振り込んだも
の。

【令和２年　市内における特殊詐欺の被害状況】

被害額

14,380,000円

詐　　欺　　の　　概　　要

　警察官を装った者から「あなたの預金口座が不正利用され
ている。口座を一時凍結する手続きをするため、別の職員が
キャッシュカードの確認に自宅を訪ねる。」と電話があっ
た。
　その後、自宅に来た別の警察官を装う者にキャッシュカー
ドをすり替えられたもの。

振り込め詐欺撃退の合い言葉

不審な電話は
すぐに

１１０番！！



順位 自治体名 件数 順位 自治体名 件数 65歳以上人口

1 福生市 5 1 1 武蔵村山市 0.263 18,979
1 武蔵村山市 5 2 2 福生市 0.332 15,062
3 稲城市 7 3 3 あきる野市 0.333 24,017
4 あきる野市 8 4 4 稲城市 0.359 19,473
5 羽村市 13 5 5 青梅市 0.522 40,227
6 国立市 17 6 6 荒川区 0.558 50,157
7 千代田区 18 7 7 八王子市 0.588 151,269
8 東大和市 20 8 8 足立区 0.595 171,378
9 青梅市 21 9 9 町田市 0.660 115,225
10 清瀬市 23 10 10 葛飾区 0.773 113,774
11 昭島市 25 11 11 多摩市 0.803 42,343
12 中央区 27 12 12 昭島市 0.844 29,634
13 荒川区 28 13 13 三鷹市 0.851 41,131
14 狛江市 32 14 14 東大和市 0.869 23,019
15 小金井市 34 15 15 立川市 0.886 45,168
15 多摩市 34 16 16 江戸川区 0.895 147,484
17 三鷹市 35 17 17 羽村市 0.900 14,445
18 東村山市 37 18 18 墨田区 0.916 61,119
19 国分寺市 39 19 18 東村山市 0.916 40,404
20 立川市 40 20 20 日野市 0.932 46,143
21 日野市 43 21 21 府中市 0.947 56,994
22 港区 45 22 22 国立市 0.957 17,756
22 小平市 45 23 23 大田区 0.969 166,110
24 台東区 51 24 24 世田谷区 0.993 184,244
25 西東京市 53 25 25 板橋区 0.995 131,697
26 府中市 54 26 26 小平市 0.999 45,051
27 東久留米市 55 27 27 港区 1.022 44,051
28 墨田区 56 28 27 練馬区 1.022 160,491
29 武蔵野市 59 29 29 中央区 1.082 24,945
30 調布市 61 30 30 西東京市 1.088 48,734
31 豊島区 69 31 31 清瀬市 1.092 21,059
32 町田市 76 32 32 台東区 1.105 46,146
33 新宿区 81 33 33 江東区 1.113 112,327
34 文京区 83 34 34 新宿区 1.198 67,588
34 中野区 83 35 35 調布市 1.199 50,885
36 渋谷区 85 36 36 豊島区 1.201 57,435
37 葛飾区 88 37 37 中野区 1.223 67,892
38 八王子市 89 38 38 品川区 1.235 81,813
39 目黒区 91 39 39 小金井市 1.315 25,860
40 品川区 101 40 40 国分寺市 1.426 27,357
41 足立区 102 41 41 杉並区 1.447 119,576
42 江東区 125 42 42 狛江市 1.606 19,927
43 板橋区 131 43 43 北区 1.613 87,402
44 江戸川区 132 44 44 千代田区 1.620 11,113
45 北区 141 45 45 目黒区 1.648 55,220
46 大田区 161 46 46 東久留米市 1.658 33,172
47 練馬区 164 47 47 武蔵野市 1.811 32,587
48 杉並区 173 48 48 文京区 1.920 43,221
49 世田谷区 183 49 49 渋谷区 1.982 42,889

1,000人当たり（65歳以上）件数　：　0.574件　（3位）

※町村を除く

　令和２年　都内特殊詐欺被害件数比較

   ※件数：令和2年12月末時点

被害件数　比較 1,000人当たりの被害件数　比較

［参考］  令和元年　稲城市状況
件数　：　11件　（1位）



令和2年12月31日現在（順不同） 令和2年1月1日～令和2年12月31日 令和2年1月1日～令和2年12月31日

Ｎｏ 団　　体　　名 Ｎｏ 団　　体　　名 Ｎｏ 団　　体　　名 回数 支給数

1 矢野口自治会 45 稲城第一中学校PTA 89 城山の会 1 自治会関係 10 1 ﾊﾟﾄﾛｰﾙ用ﾍﾞｽﾄ 121
2 東長沼自治会 46 稲城第二中学校PTA 90 野の花の会 2 防犯協会関係 14 2 帽子 65
3 大丸自治会 47 稲城第三中学校PTA 91 さわやかｸﾞﾙｰﾌﾟ 3 ＰＴＡ関係 0 3 腕章 86
4 都営稲城第２アパート自治会 48 稲城第五中いちょう会 92 支え合う会みのり 4 その他 9 4 スリムバトン 9
5 多摩稲城マンション 49 稲城第五中学校おやじの会 93 稲城市女性防火ｸﾗﾌﾞ 5 総務契約課 244 5 強力ライト 6
6 稲城ハイコーポ 50 稲城第六中学校六葉会 94 稲城青年会議所 6 市役所　他課 22 6 拡声器 6
7 百村自治会 51 稲城第一小学校PTA 95 農業委員会・農政連絡員 299 7 カゴプレート 15
8 坂浜自治会 52 稲城第ニ小学校ＰＴＡ 96 ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ 8 車貼付用ﾌﾟﾚｰﾄ 10
9 平尾自治会 53 稲城第四小学校PTA 97 ﾍﾟｱﾘｰﾛｰﾄﾞ商店会 9 防犯掲示板 0

10 平尾宅地分譲住宅自治会 54 稲城第七小学校PTA 98 日野・多摩・稲城地区保護司会稲城分区 10 のぼり旗 4
11 平尾分譲住宅自治会 55 稲城平尾小学校PTA 99 日野・多摩・稲城地区更生保護女性会稲城分区 令和2年1月1日～令和2年12月31日 11 のぼり竿 9
12 平尾住宅自治会 56 稲城第二小学校 100 稲城市消防団 回数

13 押立自治会 57 稲城第三小学校 101 協和警備保障株式会社 1 環境課 194
14 城山自治会 58 稲城平尾小学校 102 社会福祉法人正吉福祉会いなぎ正吉苑 2 市役所　他課 1
15 都営向陽台団地自治会 59 稲城第六小学校 103 ㈱ｼｰｱﾝﾄﾞﾋﾟｰ 3 その他 7 令和2年1月1日～令和2年12月31日

16 ﾋﾞｭｰｽﾃｰｼﾞ向陽台団地管理組合 60 向陽台小学校 104 稲城市商工会 202 件数

17 向陽台６丁目団地自治会 61 稲城長峰小学校 105 平尾ﾒﾝｽﾞｸﾗﾌﾞ 1 オレオレ詐欺情報 3
18 ファインヒル向陽台自治会 62 民生・児童委員 106 ｸﾚｳﾞｨｱ若葉台ﾊﾟｰｸﾅｰﾄﾞ自治会 2 月例報告 9
19 長峰西地区自治会 63 民生・児童委員二中ﾌﾞﾛｯｸ 107 社会福祉法人　東保育会（本郷学童ｸﾗﾌﾞ） 3 還付金詐欺に注意 17
20 長峰ローレルヒルズ自治会 64 民生・児童委員三中ﾌﾞﾛｯｸ 108 青少年育成東長沼地区委員会 令和2年1月1日～令和2年12月31日 4 カード預かり詐欺に注意 15
21 長峰杜の一番街自治会 65 稲城第三小学校校外 109 青少年育成百村地区委員会 件数 5 年金支給日前　注意喚起 6
22 長峰杜のニ番街団地管理組合 66 稲城向陽台小学校ひまわりの会 110 青少年育成長峰地区委員会 1 詐欺の電話に注意 2 6 不審者情報 14
23 長峰杜の三番街自治会 67 ｺﾏｸｻ幼稚園ｺﾏｸｻの会 111 青少年育成平尾地区委員会 2 7 その他 19
24 都営長峰ニ丁目団地自治会 68 教育部指導室 112 青少年育成押立地区委員会 83
25 都営長峰三丁目団地自治会 69 教育委員ｾﾌﾃｨｰ指導員 113 松葉親父の会「親ﾊﾟﾄ」
26 若葉台自治会 70 ふれあい協議会矢野口支部 114 美望会
27 若葉台ﾜｰｽﾞﾜｰｽの丘自治会 71 ふれあい協議会百村支部 115 株式会社みずほ銀行稲城中央支店 令和2年12月31日時点 13,257名
28 若葉台ワルツの杜団地自治会 72 ふれあい協議会坂浜支部 116 縁結び　友i商店会 960
29 ファインストリーア団地自治会 73 ふれあい協議会長峰支部 117 上平尾ひなた自治会
30 若葉台蒼の区町会 74 ふれあい協議会若葉台駅前支部 118 長峰東地区自治会
31 アルボの丘団地管理組合法人 75 ふれあいｾﾝﾀｰ矢野口 119 株式会社　村井工務店
32 東長沼自治会女性部会 76 ふれあいｾﾝﾀｰ矢野口 120 日本大学　女子サッカー部 令和2年12月31日時点

33 多摩稲城防犯協会稲城支部 77 みどりｸﾗﾌﾞ連合会 121 日本大学　ラグビー部 25
34 防犯協会大丸支部 78 みどりｸﾗﾌﾞ「第一寿会」 122 若葉台小学校PTA大樹の会
35 防犯協会向陽台支部 79 みどりｸﾗﾌﾞ「常春会」 123 南山小学校見守りボランティア
36 防犯協会矢野口支部（女性部） 80 みどりｸﾗﾌﾞ「ゆうわ会」 124 日本大学陸上競技部特別長距離部門

37 防犯協会東長沼支部（女性部） 81 みどりｸﾗﾌﾞ「高砂会」 125 日本大学　サッカー部 令和2年12月31日時点

38 防犯協会百村支部（女性部） 82 みどりｸﾗﾌﾞ「むつみ会」 126 日本大学　女子柔道部 126

39 防犯協会坂浜支部（女性部） 83 みどりｸﾗﾌﾞ「常盤会」 127 791

40 防犯協会平尾支部（女性部） 84 みどりｸﾗﾌﾞ「あゆみ会」 128 100,411

41 防犯協会押立支部（女性部） 85 みどりｸﾗﾌﾞ「第二寿会」 129 ※パトロール実績は市に報告があったものの集計値。

42 向陽台六丁目団地防犯の会 86 稲城ﾊｲｺｰﾎﾟ有志ｱｶｼｱ 130
43 長峰わんわんパトロール 87 あやめ会 131
44 稲城市ＰＴＡ連合会 88 和み会 132 は令和2年中の支給団体

延べ参加人数

件数

防犯活動　個人ボランティア登録実績

件数

防犯登録団体のパトロール実績

団体数

延べ回数

 防災行政無線　放送実績

内容

合　計

合　計

こども１１０番の家　登録実績（累計） 災害情報メールシステム登録者

合　計

 防犯ﾊﾟﾄﾛｰﾙ車【環境課】使用実績

団体

地域安全情報　発信実績

合　計 内容

防犯資機材支給実績等一覧
 防犯ﾊﾟﾄﾛｰﾙ車【総務契約課】使用実績 防犯資機材支給実績

団体 種別



＜令和３年の活動について＞ 

1. 活動目標について 

平成１６年に１，２７７件であった刑法犯認知件数は、皆様のご協力のおかげで毎 

年減少し、平成２４年には５７３件まで減少させることができました。 

そこから、平成２５年（５９６件）、平成２６年（６５７件）と増加傾向に転じま 

したが、平成２７年（６０９件）以降、平成２８年（５４４件）、平成２９年（５２

８件）、平成３０年（４４３件）、令和元年（３３８件）と毎年減少傾向を維持し、昨

年においては３０４件と最少件数をさらに更新いたしました。 

昨年以来、コロナ過で社会活動が制限される中で、防犯活動も規模を縮小せざるを 

得ない状況にありました。また、今後の動向も未だ不透明な状況にあります。  

こうした現状から、本年の活動目標としては、昨年と同様、「刑法犯認知件数アン 

ダー３００」を据え置き、社会情勢の変化に応じながら、防犯活動に取り組んでいき 

たいと考えています。 

アンダー３００を達成するためには、市内刑法犯の約 7 割を占める窃盗犯の警戒 

が欠かせません。窃盗犯自体は減少傾向を維持していますが、昨年は、自転車盗の増

加（82 件→93 件）が見られました。このことから、窃盗犯の中でも、自転車盗へ

の警戒を高めていくことが必要と考えます。 

このほか、市内における特殊詐欺被害について、昨年は７件、約１,４００万円と 

件数・金額とも減少させることができましたが、手法は巧妙化し続けていることから、

引き続き、重点的に警戒・注意喚起していくことが必要と考えます。 

そこで、令和３年の目標を以下のとおり提案いたします。 

ア 刑法犯認知件数アンダー３００ 

イ 自転車盗を重点的に警戒する 

ウ 特殊詐欺被害をゼロにする 

2. 協議会の事業について 

（1）年 3 回を基本に協議会を開催 

（2）学校の夏休み前（7 月）と年末（12 月）に市内一斉防犯パトロールを実施 

（3）チラシの配布やメール配信など、関係機関とも協働しながら特殊詐欺に係る 

注意喚起を実施 

（4）共催・後援事業 

令和 3年 1月 21 日（木）に開催予定であった「稲城市防犯のつどい」（多摩稲城防犯協

会・稲城市自治会連合会との共催）は、新型コロナウイルスに係る緊急事態宣言の発令を受

け、開催延期とした。今後の情勢を見ながら、開催時期等について別途調整する。 

      多摩稲城防犯協会主催の「防犯駅伝パトロール」について、後援として協力する。 
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令和３年度自治会関係予算等について 

 

（１）自治会による防犯カメラの設置に対する補助について 

    

向陽台二丁目住宅自治会  １０７万３千円 

   ⇒ 1,287,000 円（補助対象経費）×5/6（補助率  都：3/6 市：2/6） 

 

※毎年７月頃に各自治会に対し、翌年度の予算要望を照会しております。 

 

 

（２）地区会館等の建物に係る指定管理について 

種別 施設名称 指定管理者 

地区会館等 

大丸地区会館 大丸自治会 

押立ふれあい会館 押立自治会 

松葉集会所 矢野口自治会 

コミュニティ 

防災センター 

矢野口ｺﾐｭﾆﾃｨ防災ｾﾝﾀｰ 矢野口自治会 

坂浜ｺﾐｭﾆﾃｨ防災ｾﾝﾀｰ 坂浜自治会 

百村ｺﾐｭﾆﾃｨ防災ｾﾝﾀｰ 百村自治会 

長峰ｺﾐｭﾆﾃｨ防災ｾﾝﾀｰ 長峰連合会 

上谷戸緑地体験学習館 坂浜自治会 

 

 

 

 

担当：総務部総務契約課(℡042-378-2111 内線 512) 
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東京 2020 オリンピック聖火リレーについて 
 

（１）東京 2020 オリンピック聖火リレーの詳細なルート（稲城市内）について 

【本コース】 

日 時 令和３年７月９日（金）15:33～16:18   

コース いなぎペアパーク（ミニセレブレーション（出発式））⇒市役所第一駐車場  

 

※延期前とコースの変更はございません。 

 

 【特殊区間】 

日 時 令和３年７月９日（金）15:10～15:16  

コース 多摩川サイクリングロード（稲城北緑地公園付近） 

  ※特殊区間は原則1日に1回を限度に、地域ＰＲを目的に走行する聖火リレーイベ

ント。７月９日は稲城市が採択され、自転車での走行が実施される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

※特殊区間はサイクリングロードのみ使用規制（一般道や公園の使用規制無し）  
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（２）東京 2020 オリンピック聖火リレーに伴う地域説明会の開催について 

   東京 2020 オリンピック聖火リレーの開催に伴い、地域住民や事業者向けに説明

会を開催します。説明会では、聖火リレーの概要や当日発生する交通規制などにつ

いて説明する予定です。 

   なお、交通規制に関する情報は、今後市の HP や広報紙、メール配信サービスな

どでもお知らせします。 

   

日時  

①令和３年５月 30 日（日）10～11 時、②令和３年６月１日（火）19～20 時 

   ※受付は開始 30 分前となります。 

   ※各回の内容は同一です。 

  

場所 

地域振興プラザ４階会議室 

 

  定員 

   各回 45 名（会場先着順） 

   ※新型コロナウイルス感染拡大防止のため人数制限を設けます。団体でご参加

になる方は、代表１名での参加にご協力お願いします。 

 

 

【担当】産業文化スポーツ部スポーツ推進課 

                     オリンピック・パラリンピック推進係 









 

 

 

 

 

行政連絡員調整会議資料 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ３ 年 度 
 

都  市  建  設  部 
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【令和３年度 都市建設部主要事業】 

 

 

・道路等事業（土木課・管理課）        ･････P1～2 

 

・都市計画等に関する事業（まちづくり計画課）･･･P3 
 

・住所整理及び団地再生に関する事業 

（まちづくり再生課）･････P4 
 

・小規模コミュニティ交通の 

実証実験等について（管理課）･････P5 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問い合わせ先】 
（代表番号）０４２－３７８－２１１１ 

 

・道路等事業について … 土木課長（内線３３０） 

             管理課長（内線３１１） 

 

・都市計画等に関する事業について … まちづくり計画課長（内線３２１） 

 

・住所整理及び団地再生に関する事業について … まちづくり再生課長（内線３２０） 

 

・小規模コミュニティ交通の実証実験等について … 管理課長（内線３１１） 

 



道路等事業
都市建設部　土木課

道路関係
番号 地区 事業名 場所 内容 実施予定

～

～

※　工事内容及び実施時期等については、関係機関・地元関係者等との調整により変更する場合があります。
※　本表以外にも、道路のほか、水路の応急工事を実施します。

都市建設部　管理課
排水機場修繕工事
番号 地区 事業名 場所 内容 実施予定

令和3年5月

令和4年2月

ア 矢野口
押立堀排水機場ポンプ交換
工事

矢野口3750-185 ポンプ交換　１基 ～

6 百村
鶴川街道（百村区間）整備
に伴う市道整備事業

百村1069～百村1128番地先
【砂場の橋～松の台通り】

【全体計画】
　市道533号線 車両待避所設置
　市道537号線 延長 約70ｍ、幅員 4ｍ
　市道 10号線 延長 約38ｍ、幅員 6ｍ
令和3年度
　市道537号線 道路詳細設計

令和3年 7月

～

令和3年12月

5 坂浜 市道638号線等整備事業
坂浜387-1～坂浜565-2番地先
【新きさらぎ橋～中橋（右岸）】

【全体計画】
　延長 約280ｍ、幅員 5ｍ
令和3年度
　道路予備設計等

令和3年 7月

令和3年12月

4 東長沼 市道380号線整備事業
東長沼1981-2～
          東長沼1983-1番地先

【全体計画】
　延長 約80ｍ、幅員 4ｍ
令和3年度
　物件調査及び補償算定
　物件補償 1権利者
　道路拡幅工事

令和3年 6月

～

令和3年12月

3 矢野口 市道171号線整備事業
矢野口2198-1番地先
【京王よみうりランド駅北側】

【全体計画】
　延長 約60ｍ、幅員4～20ｍ
令和3年度
　転回広場整備、道路拡幅工事

令和3年 9月

～

令和4年 2月

2 矢野口 多7･5･3号線新設整備事業
矢野口1108～矢野口853番地先
【旧鶴川街道～川崎街道】

【全体計画】
　延長 約110ｍ、幅員 12ｍ
令和3年度
　用地買収 約493㎡
　物件補償 4権利者

令和3年 5月

令和4年 2月

1 矢野口
多3･4･12号読売ランド線
受託事業

矢野口2354～矢野口3210番地先
【京王相模原線高架下付近
　～読売ランド坂下バス停付近】

【全体計画】
　延長 約550ｍ、幅員 16～18ｍ
令和3年度
　用地買収 約498㎡、
　物件補償 8権利者
　仮設、道路擁壁
　　及び根方谷戸川築造工事等

令和3年 5月

～

令和4年 2月

１



1

： 道路工事

： 水路工事

凡 例

令和3年度 道路等事業 案内

多3･4･12号読売ランド線受託事業

3 市道171号線整備事業

2 多7・5・3号線新設整備事業

4 市道380号線整備事業

6 鶴川街道（百村区間）整備

に伴う市道整備事業

5 市道638号線等整備事業

ア 押立堀排水機場

ポンプ交換工事

２



 

都市計画等に関する事業 

都市建設部 まちづくり計画課 

 

（１）都市計画マスタープランの策定 
   社会経済情勢の変化やまちづくりの動向等による現況の変化などを踏まえ、令和２年度から令

和４年度までの３年間で都市計画マスタープランを策定するものです。 

   なお、市民等のご意見をお伺いするために、適宜、オープンハウスの開催を予定しています。 

 

令和３年度の作業内容（予定） : まちづくりの課題・将来像、全体構想などの整理 

都市計画マスタープラン策定委員会等の開催  など 

 

（２）特定生産緑地 
・特定生産緑地指定申請書等の発送 

  ・特定生産緑地指定申請書の受付（最終） 

  ・公示資料作成、税務署協議（納税猶予適用地）、東京都報告、都市計画審議会意見聴取 

・特定生産緑地の指定（令和４年１月以降） 

 

（３）東京都の事業 
≪今年度の予定≫ 

①鶴川街道整備事業 

   ・東京都において、坂浜区間では引き続き、用地買収及び一部区間で電線共同溝工事を実施す

る予定です。また、百村区間では引き続き、用地買収を実施する予定です。 

②南多摩尾根幹線整備事業 

・東京都において、令和３年３月に環境影響評価書の提出及び都市計画変更を実施しました。 

・事業期間は令和３年度から令和11年度の予定です。 

  ③三沢川整備事業 

   ・東京都において、新きさらぎ橋～中橋間で、引き続き、用地買収の実施、護岸工事等を実施

する予定です。 

３ 



 

住所整理・団地再生に関する事業 

 都市建設部 まちづくり再生課 

 

（１）住所整理事業 

≪坂浜地区≫ 

 令和４年度の小田良土地区画整理事業の換地処分に併せた住所整理の実施に向け

て、引き続き作業を進めてまいります。 

（主な内容） 

 坂浜三丁目、四丁目、五丁目の新設及び、飛び地を若葉台一丁目、四丁目へ編

入する。 

 現地調査の実施。 

 

≪南山東部地区≫ 

 令和６年度に予定されている南山東部土地区画整理事業の換地処分に併せた住所

整理の実施に向けて、地域住民や事業者等で構成する住所整理地区市民検討会を設

立し、地域の意見を伺いながら、住所整理の対象となる区域や町名等について、検

討いたします。 

（主な内容） 

 住所整理地区市民検討会の委員候補者への依頼。 

 住所整理地区市民検討会の開催。 

 

 

（２）団地再生の支援 

 平尾分譲住宅の建て替えの実現に向けた支援を引き続き行ってまいります。 

 

４ 



小規模コミュニティ交通の実証実験について 

都市建設部 管理課 
 

（１）概要 
下平尾地区の交通不便地域に対する小規模コミュニティ交通につきまして、関係者との 

協議を進め、平成３１年度に交通不便地域居住者に対する買い物支援を目的として、ひら 

お苑による社会貢献活動としてのワゴン車運行と、タクシー車両による実証実験を行いま 

した。 
今年度は、交通不便地域居住者への交通支援への需要調査を目的として、コミュニティ

バス「ｉバス」のバス停までを結ぶ路線で実証実験を行います。 

 

（２）実証実験 
①目的 

交通不便地区居住者に対する交通支援（ｉバスへの乗継）への需要調査 

②運行予定期間・内容 

令和３年８月～１０月 

週１日(４便)運行予定 

③利用料 

ｉバス乗継を条件として無料 

④運行予定ルート 

下図のとおり 

⑤使用予定車両 

タクシー車両(セダンタイプ) 

⑥周知方法 

対象全戸（美望会、向山会）にチラシを配付 
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対策本部の協議事項について 
 

１ 新型コロナウイルス感染症対策等の経過 

（市の動き） 

令和 2 年 1 月 29 日 新型コロナウイルス感染症情報連絡会に向けた関係部署協議 

              総務部、福祉部、市立病院、消防本部により情報連絡会に先立ち情報共有及び 

協議を行った。（11 時 30 分及び 16 時からの２回） 

          〔協議内容〕 

           ・総務部：職員、各施設への周知 

           ・福祉部：東京都や保健所との調整・報告、相談窓口の周知、 

                法施行後の対応 

           ・市立病院：感染症の対策 

           ・消防本部：救急活動の対応 

 

令和 2 年 1 月 29 日 新型コロナウイルス感染症情報連絡会（16 時 30 分～） 

              福祉部より最新情報の報告を行った後、各部（総務部、福祉部、市立病院、消防 

本部）から対応状況（上記協議内容）について報告を行った。 

          〔市長指示〕  

           ・市民への注意喚起のため各施設に貼り紙 

           ・職員の窓口対応でのマスクの着用可 

           ・注意喚起のメールの配信（福祉部、消防本部、市立病院） 

 

令和 2 年 1 月 31 日 危機管理対策本部の設置（新型コロナウイルス感染症）18 時 

              国及び東京都では、1 月 30 日に新型コロナウイルス感染症対策本部が設置さ 

れ、同日に世界保健機構（WHO）が「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態」 

を宣言した。1 月 31 日には、1 月 28 日付けで閣議決定した感染症法の「指定感染 

症」と検疫法の「検疫感染症」の 2 月 7 日の施行日を 2 月 1 日に前倒しを行った。 

これらを受け、副市長、総務部長、消防署長により協議をし、稲城市においても危 

機管理対策本部を設置した。（関係部署との情報共有等の更なる連携の強化等） 

   

令和 2 年 2 月 6 日 危機管理対策本部に向けた関係部署協議 

             総務部、福祉部、市立病院、消防本部により現状及び対応等について、危機管理 

対策本部に先立ち協議及び情報共有を図った。（10 時 30 分～） 

          〔協議内容〕 

           ・総務部：各施設への周知文の変更（感染症の疑い例の定義） 

           ・福祉部：流行が確認されている地域：武漢市→湖北省（国通知） 

                ホームページの修正等、感染症の現状（患者 19 名＋4 名） 

           ・市立病院：感染症への対応状況等について 

           ・消防本部：感染症の疑いがある場合のフローチャート 



 

令和 2 年 2 月 7 日 危機管理対策本部会議（第 2 回） 

             総務部、福祉部、市立病院、消防本部により 1 月 28 日の情報連絡会以降の状況 

及び対応等について、情報共有及び協議を行った。（11 時 30 分～） 

          〔協議内容〕 

           ・総務部：各施設への周知文の変更（感染症の疑い例の定義） 

           ・福祉部：流行が確認されている地域：武漢市→湖北省（国通知） 

                ホームページの修正等、感染症の現状 

           ・市立病院：感染症への対応状況等について 

           ・消防本部：感染症の疑いがある場合のフローチャート 

 

令和 2 年 2 月 13 日 危機管理対策本部会議（第 3 回） 

              福祉部、市立病院により２月７日以降の状況及び対応等について、情報共有を図 

った。（９時 30 分～） 

          〔協議内容〕 

           ・福祉部：2 月 12 日付け日経新聞の記事（一般病床でも入院可能に）につい 

   ての国通知等の確認 

           ・市立病院：都の会議及び市立病院の院内感染対策委員会の状況報告 

          〔市長指示〕  

           ・市立病院での対応については、設備環境等も含め、どうしたら受け入れられるかを考 

える 

 

令和 2 年 2 月 21 日 危機管理対策本部会議（第 4 回） 

             3 月末までの市主催イベント等の対応について協議を行った。（９時 30 分～）      

〔協議結果〕 

           ・市主催イベント等については、一律に中止・延期するのではなく、実施する際には濃 

厚接触の自粛やマスク等の着用など、屋内及び屋外での実施状況に応じた留意事項 

を遵守した中で行うこととした。 

 

令和 2 年 2 月 25 日 危機管理対策本部会議（第 5 回） 

              2 月 25 日に発出された国の「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」を基に 

市主催イベント等の対応について協議を行った。（18 時 10 分～）  

     〔協議結果〕 

           ・市主催イベント等の対応については、特に変更はないが、市民等に市ホームペーや 

メール配信により、情報提供を行う。 

 

令和 2 年 2 月 26 日 危機管理対策本部会議（第 6 回） 

               2 月 26 日に開催された国の新型コロナウイルス感染症対策本部でのコメント（全 

国的なスポーツ、文化イベントについて今後２週間は中止や延期、規模縮小するよ 

う要請）を受け、市の対応について再度協議を行った。（14 時～） 



 

〔協議結果〕 

           ・総務部：市主催イベント等の対応についての考え方については、21 日の危機管理対

策本部で示した内容は変更しないこととする。 

・市内公立小中学校の授業や卒業式等の対応については、近隣自治体の動向を情報

収集し今週中に対応方針を定める。 

 

令和 2 年 2 月 28 日 危機管理対策本部会議（第 7 回） 

               2 月 27 日の政府の要請（新型コロナウイルスの感染拡大を防ぐため全国の小中 

学校、高校、特別支援学校を 3 月 2 日から春休みまで臨時休校とするよう要請され 

た）を受け、その対応等について協議を行った。 

〔協議結果〕 

           ・市職員等に対し以下の通知を行う。 

① 新型コロナウイルス感染症対策に係る会議・出張等への対応について 

② 新型コロナウイルス感染症対策 市職員の時差出勤（オフピーク出勤）

の実施について 

③ 新型コロナウイルス感染症の流行に伴う消毒対応について 

           ・政府の要請を受け、公立小・中学校の対応についての危機管理対策本部としての考 

え方は以下のとおりとする。 

            「3 月 3 日までは通常どおりとし、3 月 4 日以降春休みまで休校とする。なお、小学 1 

年生から 3 年生までは、各小学校が 8 時 30 分から 14 時 30 分まで自主登校扱いで 

児童を預かることとする。また、給食については可能であれば希望する児童に通常の 

費用で提供することする。以上の内容について教育委員会及び校長会等に諮り、決 

定することとする。」 

 

令和 2 年 2 月 28 日 危機管理対策本部会議（第 8 回） 

              第７回本部会議における協議、報告事項に対するその後の調整結果等の報告及 

び協議を行った。 

〔報告内容等〕 

           ・総務部：前回協議した出張・会議等のへの対応等３件についての修正内容について 

           ・企画部：議会開会中の流用対応についての議会承認について 

           ・市民部：桜・梨の花まつりの対応について 

           ・福祉部：特別支援学校が休校になった場合の居場所について他 

           ・都市建設部：松葉ふれあい会館の休館について 

           ・教育部：公立小中学校の休校対応について 

           ・消防本部：消防職員の時差出勤について他 

 

令和 2 年 3 月 2 日 危機管理対策本部会議（第 9 回） 

              市役所及び市立病院、市立小中学校、学童クラブ、文化センターなどの各施設 

            の開館状況及び主催事業等の中止・延期の状況について確認及び情報共有を行 



 

い、その内容について市ホームページに一覧で掲載することとした。 

〔市ホームページの見出し〕 

           ・新型コロナウイルス感染症の影響による市関連施設等の開館状況について 

 

令和 2 年 3 月 4 日 危機管理対策本部会議（第 10 回） 

              各施設の開館・運営や市主催等のイベントなどの感染症対策が長期化した場合 

の対応策や市職員等に感染の疑いが生じた場合の対応策、また、市民生活や企業 

活動への影響に対する市としての支援策等について確認及び情報共有を行うととも 

に、市民生活等の混乱防止の観点から、給食用の余剰野菜等については都内の 

自治体も含め問題が生じていない旨をメール配信することとした。 

 

令和 2 年 3 月 6 日 危機管理対策本部会議（第 11 回） 

              新型コロナウイルス感染症に対する各自治体の取組状況及び課題等について、 

情報共有を図るとともに、市職員等に感染の疑いが生じた場合の対応策や市が保 

有しているマスクの配付等にについて協議を行った。 

〔協議結果〕 

 ・市職員等に感染の疑いが生じた場合の対応策は継続協議となった。 

                ・稲城市医師会、八南歯科医師会稲城支部、私立保育園及び保育ママ、市立 

小学校にマスクを配付することとした。 

            

令和 2 年 3 月 13 日 危機管理対策本部会議（第 12 回） 

              国・東京都の緊急対応策の情報共有をし、マスクの配布・受入状況の確認及び今 

後の配布、公園等での屋外活動についての考え方、小・中学校の登校日、市職員

が感染した場合の対応及び公表の考え方等について協議を行った。 

〔協議結果〕 

            ・妊婦に対し一律にマスクを配付することとした。 

            ・屋外活動に関するガイドラインを作成することとした。 

            ・3 月 25 日（水）を小・中学校の登校日とし、登下校時刻は学校ごとに設定し、在校 

             時間は原則 1 単位時間とした。 

・市職員が感染した場合の対応及び公表の考え方については、継続協議となった。 

 

令和 2 年 3 月 17 日 危機管理対策本部会議（第 13 回） 

              国・東京都の緊急対応策の情報発信、屋外体育施設・公園の利用及び臨時休業 

期間中の児童生徒の外出、市職員が感染した場合の対応及び公表の考え方、職

員の海外渡航の自粛等について協議を行った。 

 

〔協議結果〕 

           ・屋外体育施設・公園の利用及び臨時休業期間中の児童生徒の外出についての考え 

方を市民等に情報発信することとした。 



 

           ・市職員が感染した場合の対応及び公表の考え方について各所属長に通知することと 

した。 

           ・国・東京都の緊急対応策の事業一覧等を情報発信することとした。 

 

令和 2 年 3 月 19 日 危機管理対策本部会議（第 14 回） 

                   国・東京都の緊急対応策の情報発信、職員の海外渡航の自粛等の通知につい 

て協議を行った。 

〔協議結果〕 

            ・国・東京都の緊急対応策の情報発信をホームページ及びメール配信で行うことと 

した。 

            ・職員の海外渡航の自粛について通知することとした。 

 

令和 2 年 3 月 25 日 危機管理対策本部会議（第 15 回） 

                  市立小中学校の臨時休校からの再開、市における各種イベントの延期・中止の対 

応方針、公共施設における休開館の方針等について協議を行った。 

〔協議結果〕 

           ・市立小中学校は 4 月 6 日（月）から、すべての教育活動を再開することとした。 

           ・稲城市における各種イベント、公共施設における休開館については、4 月 12 日（日） 

まで現状どおりとした。 

 

令和 2 年 3 月 27 日 危機管理対策本部会議（第 16 回） 

                   今後の市における各種イベント・公共施設の利用、小中学校の授業や部活動等 

について協議を行った。 

〔協議結果〕 

           ・図書館は、閲覧席を撤去し貸し出しのみ、保健センターは 4 月 12 日まで、業務を 

縮小することとした。総合体育館は現状のままで、閉鎖等の要件を定めることとした。 

・小中学校の授業及び部活動での感染症予防のガイドラインを作成することとした。 

・都からの要請に基づき、ホームページ及びメールで市民に対し、3 月 28 日(土)・29 日 

（日）は不要不急の外出等は避けるよう促すこととした。 

令和 2 年 3 月 30 日 危機管理対策本部会議（第 17 回） 

市内発症における公表のあり方、患者への対応、感染拡大の防御対策、市 

内施設の開所等について協議を行った。 

〔協議結果〕 

               ・図書館、総合体育館、公民館、学校体育館解放、ふれんど平尾体育館解放 

を 4 月 12 日まで閉館及び中止、屋外体育施設は 4月 12 日まで自粛を要請 

することとした。 

 

令和 2 年 4 月 2 日  危機管理対策本部会議（第 18 回） 

市内発症に伴う公表、小中学校の臨時休業、市内施設の開所等について協議 



 

を行った。 

〔協議結果〕 

              ・市内発症についてホームページで公表することとした。 

・市立病院に帰国者・接触者外来を設置し、ホームページで公表することとした。 

・屋内施設について 4 月 12 日までの休館及び中止を延長し、5 月 6 日までとす 

ることとした。また、屋外体育施設についても、5 月 6 日まで利用中止とすることと 

した。 

 

令和 2 年 4 月 3 日  危機管理対策本部会議（第 19 回） 

患者の発生及び対応について、各種団体からの補助金報告について、小中学 

校の臨時休業、市内施設の開所等について協議を行った。 

〔協議結果〕 

・市内クリニックに医師会を通じ、消毒剤等を提供することとした。 

                  ・市が補助金を出している団体からの決算報告について、総会の実施が困難

な場合、仮の決算報告を提出してもらい、後日、総会実施後に決算報告書

を提出してもらうこととした。また、この旨通知をすることとした。 

・小中学校について、4 月 6 日から 5 月 6 日まで臨時休業することとした。 

 

令和 2 年 4 月 6 日  危機管理対策本部会議（第 20 回） 

小中学校の開設等、患者の発生及び対応、緊急事態宣言後の「稲城市新型

コロナウイルス感染症対策本部」について協議を行った。 

〔協議結果〕 

・臨時休業中の学校での無料昼食提供については、継続協議することとした。 

・緊急事態宣言後に市長より市民へのコメントを出すこととした。 

 

 

 

令和 2 年 4 月７日  対策本部会議（第 1 回） 

 小中学校の休業等、患者の発生及び対応、緊急事態宣言後の対応につい

て協議を行った。 

〔協議結果〕 

・小中学校の 4 月 13 日以降の登校日を中止することとした。 

・青パトロール車による感染拡大防止等の PR 活動を行うこととした。 

・柔道整復師会にマスクを提供することとした。 

 

令和 2 年 4 月 10 日  対策本部会議（第２回） 

 業務継続計画（ＢＣＰ）の実施に伴う２交代制勤務、患者の発生及び対応、

基本的対処方針に基づく対応について協議を行った。 

〔協議結果〕 



 

・４月 13 日より、全庁的に２交代制を行うこととした。 

・妊婦に布製マスクを毎月２枚配布することとした。 

・現在利用自粛を要請している施設について、5/6 まで閉館とすることとした。 

 

令和 2 年 4 月 15 日  対策本部会議（第３回） 

 業務継続計画（ＢＣＰ）の実施に伴う２交代制勤務、患者の発生及び対応に

ついて報告を行った。また、学校の再開時期、及び１学期における学校行事

等の延期・中止について協議を行った。 

〔協議結果〕 

・５月７、８日の再開に向けて準備するが、再開当初については、分散登校や

時差登校も考慮する。（あくまでも国の緊急事態宣言解除、都の臨時休業要

請解除が前提） 

・宿泊を伴う行事については概ね中止（一部延期）とすることとした。 

 

令和 2 年 4 月 22 日  対策本部会議（第４回） 

 患者の発生及び対応、対策事業について報告を行った。また、教育活動の

再開について協議を行った。 

〔協議結果〕 

・教育活動の再開について、国の緊急事態宣言、都の臨時休業要請のそれぞ

れの解除・継続を想定した対応を確認した。 

・毎朝 10 時に防災行政無線による広報を行う。 

 

令和 2 年 4 月 28 日  対策本部会議（第５回） 

 患者の発生及び対応、対策事業について報告を行った。また、教育活動の

再開、市内施設の再開について協議を行った。 

〔協議結果〕 

・小学校及び中学校の臨時休校期間について、5/10 まで延長することとした。 

・市関連施設の休館期間について、5/10 まで延長することとした。 

・保育所及び学童クラブ等の臨時休園期間について、5/31 まで延長することと

した。 

 

令和 2 年 5 月 6 日  対策本部会議（第６回） 

 患者の発生及び対応、対策事業について報告を行った。また、教育活動の

再開、市内施設の再開について協議を行った。 

〔協議結果〕 

・小学校及び中学校の臨時休校期間について、5/31 まで延長することとした。 

・市関連施設の休館期間について、5/31 まで延長することとした。 

・交代制による勤務体制を 5/31 まで延長することとした。 

 



 

令和 2 年 5 月 15 日  対策本部会議（第７回） 

 患者の発生及び対応、対策事業について報告を行った。また、緊急事態宣

言解除後の対応について協議を行った。 

〔協議結果〕 

・国の緊急事態宣言解除を想定し、各施設の段階的な再開に向けたスキームの 

構築を行うこととした。 

・職員の勤務体制は、6/1 より通常体制に戻すこととした。 

 

令和 2 年 5 月 22 日  対策本部会議（第８回） 

 患者の発生及び対応、対策事業について報告を行った。また、緊急事態宣

言解除後の対応について協議を行った。 

〔協議結果〕 

・国の緊急事態宣言解除を想定し、各所管施設の段階的再開を 6/1 より順次行 

っていくこととした。 

                ・各課の主催事業についても、施設同様、国の提言する「新しい生活様式」を踏 

まえながら実施の可否を検討していくこととした。 

 

令和 2 年 5 月 26 日  対策本部会議（第９回） 

患者の発生及び対応、対策事業について報告を行った。三多摩島しょ公立運

営協議会会長市として、国・東京都に対して行った、医療機関への財政支援

に係る要請活動の報告を行った。また、緊急事態宣言が解除されたことを受

け、今後の対応について協議を行った。 

 

〔協議結果〕 

・6/1 からの通常勤務体制に向けて、庁舎内の感染予防対策について確認した。 

・東京都が公表したロードマップ及び事業者向けガイドラインを参考に、当市の同 

業種の施設再開に向け、取り組むこととした。 

               ・感染症予防対策、緊急経済対策の継続実施のため、引き続き対策本部を設置 

               することとした。 

 

令和 2 年６月 10 日  対策本部会議（第 10 回） 

患者の発生及び対応について報告を行った。また、小中学校や各施設の再開状

況、事業実施について協議を行った。 

〔協議結果〕 

・施設の再開状況については、メール配信サービスや市ホームページ等で市民 

に随時周知を徹底することとした。 

・今後の事業実施については、東京都のロードマップ等を参考にしながら、事業 

の規模、内容によって個別に開催の可否を検討することとした。 

 



 

令和 2 年 7 月 3 日  対策本部会議（第 11 回） 

患者の発生及び対応について報告を行った。また、稲城市ＰＣＲセンターに関す

る報告を行った。 

〔協議結果〕 

・職員が罹患した場合と、職場復帰についての対応を再確認した。 

・市立小中学校も市職員と同様の対応とするが、休校や再開のスケジュールにつ 

 いては、別途設定することとした。 

 

令和 2 年 7 月 16 日  対策本部会議（第 12 回） 

患者の発生及び対応について報告、並びに感染拡大に伴う検査・診療体制の確

認を行った。また、市立中学校の宿泊事業、市主催の会議等の開催基準につい

て協議を行った。 

〔協議結果〕 

・市主催の会議等の開催について、「新しい生活様式」や業種別ガイドラインを 

 もとに、市の基準を作成し、運用することとした。 

 

令和 2 年 8 月 6 日  対策本部会議（第 13 回） 

患者の発生及び対応、並びに第 1 回新型コロナウイルス感染症対策都区市町

村協議会における意見交換について報告を行った。また、陽性患者の公表に関

する市の公表基準について検討・協議を行った。 

 

〔協議結果〕 

・市内陽性患者に関する公表基準については、継続協議とした。 

 

令和 2 年 8 月 17 日 対策本部会議（第 14 回） 

患者の発生及び対応について報告を行った。また、市内陽性患者の公表のあり

方について検討を行った。 

〔協議結果〕 

・市内陽性患者の公表のあり方について、継続協議とした。 

 

令和 2 年 8 月 25 日  対策本部会議（第 15 回） 

患者の発生及び対応、並びに市内体育施設の使用制限解除について報告を行

った。また、市内陽性患者の公表のあり方について検討を行った。 

〔協議結果〕 

・市内陽性患者の公表のあり方について、継続協議とした。 

 

令和 2 年９月２日  対策本部会議（第 16 回） 

患者の発生及び対応について報告を行った。また、市内陽性患者、クラスターが

発生した場合の公表のあり方について検討を行った。 



 

〔協議結果〕 

・市内陽性患者の公表のあり方について、市独自での公表を行うこととした。 

・クラスター発生の公表のあり方について、継続協議とした。 

 

令和 2 年９月 23 日  対策本部会議（第 17 回） 

患者の発生及び対応について報告を行った。また、11 月末までのイベント開催

制限の考え方について協議を行った。 

〔協議結果〕 

・11 月末までのイベント開催にあたり、国、東京都から発表された目安を参考に、

感染防止に留意した対応を行うこととした。 

 

令和 2 年 10 月 30 日  対策本部会議（第 18 回） 

患者の発生及び対応について報告を行った。また、「年末年始に関する分科会

から政府への提言（案）」に係る市の対応、及び中学校の宿泊体験学習事業につ

いて協議を行った。 

〔協議結果〕 

・年末年始の休暇の分散取得、及び中学校の宿泊体験事業について、継続協議 

とした。 

 

令和 2 年 11 月 24 日  対策本部会議（第 19 回） 

患者の発生及び対応について報告を行った。また、新型コロナウイルス感染症対

策分科会からの政府への提言や、東京都の感染状況警戒レベル引き上げを踏

まえた市の対応、ならびに公共施設における恒久的な感染防止対策について協

議を行った。 

〔協議結果〕 

・東京都の感染状況警戒レベル引き上げ等を踏まえ、市民への感染拡大防止に

関する注意喚起を引き続き図ることとした。 

・各種手続きの電子化を推進するための進捗状況の確認を行った。 

・公共施設における恒久的な感染防止対策について、継続協議とした。 

 

令和 2 年 12 月 2 日  対策本部会議（第 20 回） 

新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種の体制確保について協議を行った。 

〔協議結果〕 

・ワクチン接種プロジェクトチームを立ち上げ、接種体制全般の整備に向けた準

備を行うこととした。 

 

令和 2 年 12 月 24 日  対策本部会議（第 21 回） 

患者の発生及び対応について報告を行った。また、感染防止に係る事業用ガイ

ドラインの策定、ならびに新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種の体制確



 

保について協議を行った。 

〔協議結果〕 

・開催の適否、対策の内容等について共通化が図れるよう、市独自のイベント 

用ガイドラインを策定することとした。 

                ・人員体制や会場の確保等、接種の実施に向けた準備を行うこととした。 

 

令和 3 年 1 月 4 日   情報連絡会 

年末年始の国・都の状況及び、福祉部・市立病院より最新情報の報告を行 

い、情報共有を図った。 

〔報告事項〕 

                  福祉部、市立病院：市内での患者の発生状況及び対応 

 

令和 3 年 1 月 8 日   対策本部会議（第 22 回） 

患者の発生及び対応、並びに国の緊急事態宣言を受けた各部の対応について 

報告・協議を行った。また、緊急事態宣言を受けての市内公共施設の取扱い、ワク 

チン接種体制確保事業の事業案ついて協議を行った。 

 

〔協議結果〕 

・各施設の閉館時間については 20 時で閉館・閉鎖できるよう調整を行うことと 

した。 

                ・プロジェクトチームからの事業案をもとに、関係機関との準備を進めることと 

した。 

 

令和 3 年 2 月 5 日   対策本部会議（第 23 回） 

緊急事態宣言が３月７日まで延長されたことを踏まえ、各部の対応について協議 

を行った。 

               〔協議結果〕 

                ・施設管理や事業等の運営について、現在の対応を継続することとした。 

 

令和 3 年 2 月 10 日   対策本部会議（第 24 回） 

患者の発生及び対応について報告を行った。また、ワクチン接種体制確保事業 

の事業案ついて報告・協議を行った。 

〔協議結果〕 

・プロジェクトチームからの事業案並びに関係機関からの意見等を踏まえ、実施 

体制を精査することとした。 

 

令和 3 年 3 月 5 日   対策本部会議（第 25 回） 

患者の発生及び対応について報告を行った。また、緊急事態宣言の延長に係る 

各部の対応、並びに、ワクチン接種体制確保事業案の「稲城モデル」ついて報告・ 



 

協議を行った。 

〔協議結果〕 

・施設管理や事業等の運営について、現在の対応を継続することとした。 

・大枠の事業案となる「稲城モデル」をベースに、今後の国の動向を注視しつ 

つ、接種に向けた準備を進めることとした。 

 

令和 3 年 3 月 19 日   対策本部会議（第 26 回） 

患者の発生及び対応について報告を行った。また、緊急事態宣言の解除に係る 

各部の対応、並びに、ワクチン接種体制の進捗状況ついて報告・協議を行った。 

〔協議結果〕 

・施設管理や事業等の運営について、概ね現在の対応を継続し、4 月 1 日の 

全面解除に向け調整を進めることとした。 

・高齢者向けワクチン接種について、ワクチンが配送予定の 4 月 26 日の週以 

降、接種開始に向けて、準備を進めることとした。 

 

令和 3 年 4 月 13 日   対策本部会議（第 27 回） 

患者の発生及び対応、並びに、ワクチン接種体制の進捗状況について報告を行 

                 った。また、まん延防止等重点措置の東京都への適用に伴う市の対応について報

告・協議を行った。 

〔協議結果〕 

・稲城市は「まん延防止等重点措置」の対象区域外のため、施設管理や事業 

等の運営については、現在の対応を継続することとした。 

 

  



 

２ 各部の主な協議事項と対応  

※イベント中止等の情報は市主催・共催のみ記載。 

 

【企画部】 

○2/28 議会開会中の流用対応についての議会承認（財政課） 

○4/20 融資・貸付等を受ける際に必要となる証明書類の発行手数料を無料化（企画政策課） 

○4/24 特別定額給付金（仮称）について、HP 掲載（企画政策課） 

○4/27 配偶者からの暴力を理由に避難している方の特別定額給付金について、通知 

                              …HP 掲載、メール配信、庁舎への掲示（企画政策課） 

○5/1 市税等の徴収・換価猶予（収納課） 

○5/2～5/6 ゴールデンウィーク期間中の「新型コロナウイルス感染症電話相談窓口」の 

実施（企画政策課、総務契約課、経済観光課）…HP、メール配信、広報掲示板にて周知 

○5/12 「法人市民税の申告・納付期限の延長」について HP 掲載（課税課） 

○5/13 特別定額給付金担当事務室の設置、専用ダイヤルの開設（企画政策課） 

○5/13 「徴収猶予の特例制度」について HP 掲載（収納課） 

○5/14 特別定額給付金に関する今後の予定について、HP 掲載、メール配信（企画政策課） 

○5/18 特別定額給付金のオンライン申請による受付開始、HP 掲載内容を更新（企画政策課） 

○5/20 特別定額給付金について市広報掲示板にポスター掲示（企画政策課） 

○5/25 「特別定額給付金オンライン申請分の振込について」HP 掲載（企画政策課） 

○5/28 特別定額給付金の郵送申請書を発送（企画政策課） 

○6/1 「特別定額給付金オンライン申請の受付停止について」HP 掲載（企画政策課） 

○6/4 「特別定額給付金（１人 10 万円）に関するよくある質問について」メール配信（企画政策課） 

○6/8 「特別定額給付金オンライン申請の受付停止について」メール配信（企画政策課） 

○6/26 「特別定額給付金申請分の振り込みについて」HP 掲載、メール配信（企画政策課） 

○7/6 「特別定額給付金申請件数・振込実績及び 7 月の振込予定日について」HP 掲載、メール 

配信（企画政策課） 

○7/10 「特別定額給付金申請分の振込について」HP 掲載（企画政策課） 

○7/14 「特別定額給付金の振込状況及び 7 月の振込予定について」メール配信（企画政策課） 

○7/22 「特別定額給付金申請分の振込について」HP 更新（企画政策課） 

○7/27 「特別定額給付金の振込状況及び振込予定について」メール配信（企画政策課） 

○8/14 「特別定額給付金の申請期限について」メール配信（企画政策課） 

○8/24 「特別定額給付金の申請期限について」メール配信（企画政策課） 

○10/29 「スマートフォン決済アプリ（PayPay、LINEPay）での納付開始（12/1～）」について HP 掲載 

（収納課） 

○12/15 「税理士による無料申告相談会の中止について」HP 掲載（課税課） 

○4/1  「新型コロナウイルス感染症の影響による、市関連施設等の開館状況について」HP 更新（秘書 

広報課） 

【総務部】 

○1/29 窓口対応におけるマスク着用・注意喚起張り紙（総務契約課） 



 

○1/30 来庁者向け注意喚起張り紙等（財産管理課） 

○1/31 メール配信、HP 掲載（総務契約課・防災課）…危機管理対策本部設置について 

○2/26 HP 掲載（秘書広報課）…市主催・共催のイベント及び市広報誌に掲載したイベントの中止・延期 

情報について（以降、随時更新） 

○2/27 HP 掲載（総務契約課）…危機管理対策本部会議の開催状況、これまでの市の取り組み、稲城 

市主催イベント等の対応について（以降、随時更新） 

○2/28 会議・出張等への対応、１～2 階の窓口対応職員へのマスク支給等について通知 

（総務契約課・人事課） 

時差出勤（オフピーク出勤）の実施について通知（人事課） 

○3/13 消毒用アルコールクロスの各課配付（財産管理課） 

○3/17 職員が感染した場合の対応について通知（総務契約課） 

市内で感染症が発生した場合の公表の考え方について通知（総務契約課） 

○3/19 市職員の海外渡航の自粛について通知（人事課） 

○3/23 国の支援策等について HP 掲載（総務契約課） 

○4/2、4/8「市長から市民の皆様へ」HP 掲載（秘書広報課） 

○4/8 新型コロナウイルス感染症拡大防止における休暇の報告について通知（人事課） 

○4/9 防犯パトロール車（青パト）による市民への広報を実施（総務契約課） 

○4/10 市窓口に飛沫感染対策用にビニルカーテンを設置（財産管理課） 

○4/11 市職員の勤務体制変更について HP 掲載、メール配信（総務契約課） 

○4/15 メール配信（総務契約課）…感染防止・特殊詐欺への注意喚起について（以降、毎日配信） 

○4/16 喫煙所の閉鎖（財産管理課） 

○4/23 防災行政無線による市民への広報を実施（総務契約課、防災課） 

…不要不急の外出自粛について（以降、毎日 10 時に放送） 

○4/27 市内広報掲示板に注意喚起のポスターを掲示（総務契約課） 

○4/28 ２交代制による勤務体制の継続（5/8 まで）について通知（総務契約課） 

○4/29 一部公共施設等の休館等の延長についてメール配信（秘書広報課） 

○5/2～5/6 ゴールデンウィーク期間中の「新型コロナウイルス感染症電話相談窓口」の 

実施（企画政策課、総務契約課、経済観光課）…HP、メール配信、広報掲示板にて周知 

○5/4 「市長から市民の皆様へ」HP 掲載（秘書広報課） 

○5/7 一部公共施設等の休館等の延長についてメール配信（秘書広報課） 

○5/8 稲城市長からのメッセージ動画を公開（秘書広報課） 

○5/15 「マスクや消毒液などを寄付いただいた皆様へ」HP 掲載（以降、随時更新）（総務契約課） 

○5/26 「市長から市民の皆様へ」HP 掲載（秘書広報課） 

○5/27 稲城市長からのメッセージ動画を公開（秘書広報課） 

○6/16 「市内一斉防犯パトロール(7/15)の中止」について HP 掲載、メール配信（総務契約課） 

○7/21 「令和 2 年度稲城市インターンシップ」について HP 掲載（人事課） 

○7/31 「郵送料金の市負担について」HP 掲載（総務契約課） 

○8/28 「市長から市民の皆様へ」HP 掲載（秘書広報課） 

○9/8 「新型コロナウイルス感染症の市内陽性患者の状況について」HP 掲載（総務契約課、健康課） 



 

     ※以降、随時更新 

○9/10 「マスクや消毒液などを寄付いただいた皆様へ」HP 更新（総務契約課） 

○9/14 「郵送料金の市負担について」HP 更新（総務契約課） 

○10/20 「特別定額給付金の給付を騙ったメール」について注意喚起（総務契約課） 

○11/21～11/23 新型コロナウイルス感染症拡大防止に係る注意喚起…メール配信、広報掲示板への 

ポスター掲示、防災行政無線での放送（総務契約課、秘書広報課、防災課） 

○11/24 「新型コロナウイルス感染症対策のポイント」について HP 掲載（総務契約課）※随時更新 

○11/27 新型コロナウイルス感染症拡大防止に係る注意喚起…職員向け：公開羅針盤での通知、市民 

向け：メール配信（総務契約課、秘書広報課） 

○12/2 「市長から市民の皆様へ」HP 掲載（秘書広報課） 

○12/2 稲城市長からのメッセージ動画を公開（秘書広報課） 

○12/18 「年末年始における忘年会・新年会・成人式等及び帰省の留意事項」について HP 掲載（総務 

契約課） 

○12/28 「年末年始の感染防止対策について」メール配信（総務契約課） 

○1/5 「新型コロナウイルス感染症の影響による、市関連施設等の開館状況について」HP 掲載（秘書広 

報課） 

○1/12 「イベント・事業の中止・休止情報」についてメール配信（秘書広報課） 

○1/13 「市職員の新型コロナウイルスの感染について」HP 掲載（総務契約課） 

○1/14 稲城市長からのメッセージ動画を公開（秘書広報課） 

「緊急事態宣言について」HP 掲載（総務契約課） 

      「新型コロナウイルス感染症対策のポイント」について HP 更新（総務契約課） 

      「市関連施設等の開館状況」についてメール配信（秘書広報課） 

○1/15 「市長から市民の皆様へ」HP 掲載（秘書広報課） 

○1/19 「新型コロナウイルス感染症の影響による、市関連施設等の開館状況について」HP 更新（秘書 

広報課） 

○1/20～ 緊急事態宣言発出に係る注意喚起…メール配信（毎日 15:55）、広報掲示板へのポスター掲 

示、防災行政無線（毎日 15:55）での放送（総務契約課、秘書広報課、防災課） 

○1/29 「新型コロナウイルス感染症の影響による、事業・イベント等の中止・延期情報」について HP 更 

新（秘書広報課） 

○2/3 「緊急事態宣言の延長について」HP 掲載（総務契約課） 

     「新型コロナウイルス感染症の影響による、事業・イベント等の中止・延期情報」について HP 更 

新（秘書広報課） 

○2/4  「新型コロナウイルス感染症の影響による、市関連施設等の開館状況について」HP 更新（秘書 

広報課） 

○2/5 「市関連施設等の開館状況」についてメール配信（秘書広報課） 

○2/7 「稲城市長から市民の皆さまへ（緊急事態宣言の延長について）」HP 掲載（秘書広報課） 

○2/8 「市職員の新型コロナウイルスの感染について（令和 3 年 2 月 8 日）」HP 掲載（総務契約課） 

○2/12 「新型コロナウイルス感染症の影響による、事業・イベント等の中止・延期情報」について HP 更 

新（秘書広報課） 



 

○2/16 「新型コロナウイルス感染症の影響による、事業・イベント等の中止・延期情報」について HP 更 

新（秘書広報課） 

○2/26 「市職員の新型コロナウイルスの感染について（令和 3 年 2 月 26 日）」HP 掲載（総務契約課） 

○3/22 「市関連施設等の開館状況」についてメール配信（秘書広報課） 

○4/1 「郵送料金の市負担について」HP 更新（総務契約課） 

 

 

【市民部】 

○総合体育館トレーニングルーム・メインアリーナ・ウェルネスアリーナ・弓道場・ちびっこプレイルームの 

個人開放中止（2/29～）⇒休館（3/31～5/31）（スポーツ推進課） 

○屋外スポーツ施設使用中止（4/4～5/31）（スポーツ推進課） 

○ふれんど平尾体育館休館（3/31～5/31）（スポーツ推進課） 

○ペアテラスの臨時休館（3/28～3/29、4/4～4/5）、開館時間短縮（3/30～5/6） 

 ⇒休館（4/11～5/31）⇒6/1～ 段階的な再開（経済観光課） 

○生活文化施設やのくち 利用休止（3/31～5/31）⇒6/1～ 段階的な再開（市民協働課） 

○生活文化施設ふれんど平尾 利用休止（3/31～5/31⇒6/1～ 段階的な再開）（市民協働課） 

○地域振興プラザ利用休止（3/31～5/31）⇒6/1～ 段階的な再開（市民協働課） 

○3/4 給食用野菜等の余剰分の対応についてメール配信（経済観光課） 

○3/17 屋外体育施設の利用について通知（スポーツ推進課） 

○3/30 屋外体育施設の個人使用、貸切使用について自粛要請（スポーツ推進課） 

○健診等の延期（保険年金課） 

○4/10 「新型コロナウイルス感染症の影響に伴う農業者等への助成」について HP 掲載（経済観光課） 

○4/11 市民くらしの相談、アドボカシー相談、消費生活相談の各窓口の休止（5/6 まで）について 

     メール配信（市民協働課） ⇒ 休止期間を 5/31 まで延長 

○4/16 平尾出張所、若葉台出張所について、正午～午後 1 時の業務を停止（市民課） 

○5/2～5/6 ゴールデンウィーク期間中の「新型コロナウイルス感染症電話相談窓口」の 

実施（企画政策課、総務契約課、経済観光課）…HP、メール配信、広報掲示板にて周知 

○5/7 「新型コロナウイルス感染症対策特別資金融資あっせん制度」について HP 掲載（経済観光課） 

○5/12 「新型コロナウイルスに関する中小企業・小規模事業者支援」について HP 掲載（経済観光課） 

○5/13 「新型コロナウイルス感染症に係る国民健康保険税の減免」について HP 掲載（保険年金課） 

○5/15 「新型コロナウイルス感染症に係る家庭ごみ等の出し方」について HP 掲載（環境課） 

○5/29 「新型コロナウイルス感染症に係る傷病手当金の支給について」HP 掲載（保険年金課） 

○6/1～ 屋外体育施設の使用再開 

      ⇒屋外体育施設の一部については、6/15 から使用再開（スポーツ推進課） 

○6/5 「持続化給付金（農業者向け）」について HP 掲載（経済観光課） 

     「一部屋内スポーツ施設の使用再開について」メール配信（スポーツ推進課） 

○6/10 「いなぎ発信基地ペアテラス営業再開のお知らせ」についてメール配信（経済観光課） 

○6/16 「スポーツ施設使用に関するお知らせ」についてメール配信（スポーツ推進課） 

○6/30 「新型コロナウイルス感染症拡大に伴うスポーツ施設使用のお知らせ」、「稲城市総合体育館 



 

トレーニングルームの再開について」HP 掲載、メール配信（スポーツ推進課） 

○7/7 「新型コロナウイルス感染症に係る家庭ごみの出し方について」HP 掲載（環境課） 

○7/13 「市内事業者を対象とした支援金の給付」について HP 掲載、メール配信（経済観光課） 

○7/20 「市内事業者を対象とした支援金の給付」について HP 更新（経済観光課） 

○7/21 「市スポーツ施設の段階的な再開について」HP 掲載（スポーツ推進課） 

○8/3 「市内の法人・個人事業者を対象とした支援金の給付」についてメール配信（経済観光課） 

○8/5 「新型コロナウイルス感染症に係る家庭ごみの出し方について」HP 更新（環境課） 

○8/11 「市スポーツ施設使用に係る振替条件の設定」について HP 掲載（スポーツ推進課） 

○8/15 「市内事業者を対象とした支援金の支給開始」についてメール配信（経済観光課） 

○8/18 「新型コロナウイルス感染症対策特別資金融資あっせん制度」について HP 掲載（経済観光課） 

○8/24 「身近な人との消費トラブル」についてメール配信（市民協働課） 

○8/25 「市スポーツ施設の使用制限緩和」について HP 更新（スポーツ推進課） 

      「稲城市総合体育館トレーニングルームの再開」について HP 掲載（スポーツ推進課） 

○8/26 「スポーツ施設の使用再開」についてメール配信（スポーツ推進課） 

○8/28 「マンホールカード（特別版）の発行延期」について HP 掲載（経済観光課） 

○9/1 「市内事業者を対象とした支援金の給付開始」について HP 掲載、メール配信（経済観光課） 

○9/10 「新型コロナウイルス感染症に係る傷病手当金の支給について」HP 掲載（保険年金課） 

○9/15 「市内事業者を対象とした支援金の支給」についてメール配信（経済観光課） 

○10/1 「頑張れ！稲城の事業継続支援金の申請期限延長について」メール配信（経済観光課） 

○10/5 「新型コロナウイルスに関する中小企業・小規模事業者支援について」HP 掲載（経済観光課） 

○10/6 「Go To Eat キャンペーン事業について」HP 掲載（経済観光課） 

○11/12 「新型コロナウイルス感染症に係る国民健康保険税の減免の申請期間延長（令和 3 年 3 月 31 

日まで）」について HP 掲載（保険年金課） 

○12/2 「新型コロナウイルス感染症に係る傷病手当金の支給について」HP 更新（保険年金課） 

○12/3 「稲城市の店舗運営事業者の皆様へ」HP 更新（経済観光課） 

○12/15 「頑張れ！稲城の事業継続支援金の申請受付について」メール配信（経済観光課） 

○12/16 「東京信用保証協会職員による『経営相談会』の開催について」HP 掲載（経済観光課） 

○12/18 「市内事業者を対象とした支援金の給付開始」について HP 更新（経済観光課） 

      「頑張れ！稲城の事業継続支援金（第 2 弾）の申請受付について」メール配信（経済観光課） 

○12/28 「一部公共スポーツ施設の利用停止について」HP 掲載（スポーツ推進課） 

○1/6 「1/10,1/24 のいなぎ日曜市の中止について」HP 掲載（経済観光課） 

     「クライミングウォール完成記念イベントの中止について」HP 掲載、メール配信（スポーツ推進課） 

○1/7 「セーフティネット保証制度」、「セーフティネット保証 4 号の認定について」HP 掲載（経済観光課） 

○1/8 「クライミングウォール完成記念イベントの中止について」メール配信（スポーツ推進課） 

○1/12 「新型コロナウイルス感染症拡大の影響に伴うスポーツ施設の一部使用中止」について HP 掲載 

（スポーツ推進課） 

○1/13 「マンホールカード（特別版）の配付一時中止について」HP 掲載（経済観光課） 

○1/15 「一部スポーツ施設の利用停止について」HP 掲載（スポーツ推進課） 

     「頑張れ！稲城の事業継続支援金の申請を受付中」、「社会保険労務士による無料相談会」に 



 

ついてメール配信（経済観光課） 

○1/20 「清掃事業の中止について」HP 掲載（環境課） 

○1/25 「新型コロナウイルス感染症に係る家庭ごみの出し方について」HP 更新（環境課） 

      「危機関連保証制度」について HP 掲載（経済観光課） 

○2/2 「2/14,2/28 のいなぎ日曜市の中止について」HP 掲載（経済観光課） 

○2/5 「頑張れ！稲城の事業継続支援金の受付について」HP 更新（経済観光課） 

○2/8 「頑張れ！稲城の事業継続支援金の申請期限」についてメール配信（経済観光課） 

○2/16 「新型コロナウイルスに関する中小企業・小規模事業者支援について」HP 掲載（経済観光課） 

○2/22 「頑張れ！稲城の事業者支援金の支給申請受付について」HP 掲載（経済観光課） 

○3/1 「新型コロナウイルス感染症に係る傷病手当金の支給について」HP 更新（保険年金課） 

○3/8 「一部スポーツ施設の利用停止について」HP 掲載（スポーツ推進課） 

○3/9 「3/14 のいなぎ日曜市の中止について」HP 掲載（経済観光課） 

     「こどもゴルフ教室の中止」について HP 掲載（スポーツ推進課） 

○3/16 「セーフティネット保証制度」について HP 更新（経済観光課） 

○3/29 「頑張れ！稲城の事業者支援金の支給申請受付について」HP 更新、メール配信（経済観光課） 

○4/1 「スマートフォン決済アプリ（PayPay、LINEPay）での納付」について HP 更新（収納課） 

 

◆イベント中止・延期 

2/18 ヴェルディホームタウン推進懇談会：中止（スポーツ推進課） 

2/29 全日本製造業コマ大戦子ども部門等予選：中止（経済観光課） 

3/1 第 10 回三沢川清掃：中止 （環境課） 

3/4、3/11 外国人おもてなし語学ボランティア養成講座：中止（スポーツ推進課） 

3/7 第 28 回稲城平和コンサート：中止 （市民協働課） 

3/8 生物多様性講座：中止（環境課） 

いなぎ日曜市：中止（経済観光課） 

3/14 スーパードッジボール大会：中止（スポーツ推進課）  

3/15 スコープドッグお披露目式：除幕式のみ規模を縮小して実施、２部は中止（経済観光課） 

3/21 メカデザイナーズサミット（コマ大戦、町工場ものづくり体験含む）：中止（経済観光課） 

3/28 市民多様性推進講座：中止（環境課） 

4/4～5 第 10 回三沢川桜・梨の花まつり：一部中止（※ライトアップ、ぼんぼり点灯、写真コンテストのみ 

実施）（経済観光課） 

4/5  第 41 回多摩川清掃：中止（環境課） 

4/12 第 48 回稲城市スポーツ大会：中止（スポーツ推進課） 

4/22、26 東京 2020 オリンピック自転車競技地域説明会：中止（スポーツ推進課）  

4/25 あおぞらスポーツ：中止（スポーツ推進課） 

4/26 いなぎ日曜市：中止（経済観光課） 

4/29 第 7 回大丸用水れんげまつり：中止（経済観光課） 

東京ヴェルディ稲城市ホームタウンデー：延期（スポーツ推進課） 

5/10 第５回稲城長峰ヴェルディスポーツフェスタ：中止（スポーツ推進課） 



 

5/10、24 いなぎ日曜市：中止（経済観光課） 

5/10～6/14 こどもゴルフ教室：中止（スポーツ推進課） 

5/28 第 30 回日米親善稲城市民ゴルフ大会：中止または延期（スポーツ推進課） 

6/28 環境美化市民運動：中止（環境課） 

7/21 稲城市民憲章 in よみうりランド：中止（市民協働課） 

8/30 第 45 回市民水泳大会：中止（スポーツ推進課） 

 10/10 稲城市スポーツフェア：中止（スポーツ推進課） 

 9 月～2 月 第 52 回稲城市民体育大会：中止（スポーツ推進課） 

10/10 稲城市スポーツフェア：中止（スポーツ推進課） 

 10/23～10/25 Ｉのまちいなぎ市民まつり（市民協働課） 

 11 月上旬 稲城くらしフェスタ（市民協働課） 

11/8 平尾まつり（市民協働課） 

  12/6 市民ロードレース大会（スポーツ推進課） 

1/9 クライミングウォール完成記念イベント：中止（スポーツ推進課） 

  1/10,1/24 いなぎ日曜市：中止（経済観光課） 

  2/21 まちきれ実践行動（東長沼地区）：中止（環境課） 

  3/7 第 11 回三沢川清掃：中止（環境課） 

  3/14 いなぎ日曜市：中止（経済観光課） 

  5/9～6/13（毎日曜日） こどもゴルフ教室：中止（スポーツ推進課） 

 

 

【産業文化スポーツ部】 

○4/1 「新型コロナウイルス感染症対策特別資金融資あっせん制度」、「小口事業資金融資あっせん制 

度」について HP 更新（経済課） 

 

【福祉部】 

○1/27 HP 掲載（健康課）…感染予防対策のポイント、コールセンター等関連情報について（以降、随 

時内容更新） 

○1/30 メール配信 （①健康課②子育て支援課・学務課③市立病院） 

      …①1/27HP 掲載と同等内容、②発熱・咳などの症状がある場合の登校・登園見合わせ、 

③対応は相談のみとし、来院前に電話問い合わせを求める。 

○4/9 メール配信、HP 掲載（①子育て支援課②児童青少年課） 

     …①市内認可保育所等への登園自粛を要請②学童クラブへの登園自粛を要請 

○オーエンス健康プラザ 利用休止（2/29～当面の間）（健康課） 

○保育園、認定こども園の運営（子育て支援課） 

  4/9 登園自粛（4/10～5/6）を依頼…メール配信、HP 掲載 

  4/16 臨時休園（4/20～5/6）…メール配信、HP 掲載 

  4/28 休園期間を延長（5/31 まで）…メール配信、HP 掲載 

  6/1～ 開園 



 

○児童館の休館（3/4～3/25 ※3/26 以降も休館延長）（児童青少年課） 

○学童クラブの運営（3/4 以降の学校臨時休校期間中）（児童青少年課） 

  1 年生～3 年生…午後 2時から 

  4 年生～6 年生…午前 8 時 30 分から 

 ※3/26 以降の春休み期間は通常どおり開所 

 ※新学期における休校の延長に伴い、4/7～5/6 まで上記臨時休校中の運営継続 

 ⇒4/9 登所自粛（4/10～5/6）についてメール配信 

 ⇒4/16 臨時閉所（4/20～5/6） 

 ⇒4/28 臨時閉所期間延長（5/31 まで）について HP 掲載、メール配信 

 ⇒6/1～ 開所 

○ふれあいの森 3/31 まで一般開放中止（児童青少年課） 

 ⇒4/1～ 当面の間中止延長 

 ⇒5/29 暫定開放を 6/13 から実施 

○2/28 介護事業所へのマスク配布（高齢福祉課） 

○3/2～3/15 幼稚園の休業※それ以降の休業は各園により異なる。（子育て支援課） 

○3/6 稲城市医師会、八南歯科医師会稲城支部へのマスク配布（健康課） 

私立保育園及び保育ママへのマスク配布（子育て支援課） 

○3/9～3/11 放課後等デイサービス事業所、児童発達支援事業所へマスク配布（障害福祉課） 

○3/17 妊婦へのマスク配布について通知（健康課） 

○3/27、4/3 不要不急の外出自粛についてメール配信・HP 掲載（健康課） 

○4/3 市内感染者の状況について HP 掲載（健康課） 

○4/6 検診等の延期（健康課） 

医師会を通じて市内クリニックへ防護服を配付（健康課） 

○4/15 ジュニア・青年ワーカーセミナー参加者申込み：延期（児童青少年課） 

○4/16 市内認可保育所等の臨時休園（5/6 まで）（子育て支援課） 

○4/16 シルバーパスの発行停止（5/6 まで）（高齢福祉課） ⇒ 停止期間を 5/31 まで延長 

○4/20 新住居確保給付金（家賃補助）の申請受付開始（生活福祉課）…支給対象者が拡大 

○4/27 臨時発達相談窓口（新型コロナ対策）の開設（障害福祉課） 

○4/28 市内認可保育所等の臨時休園期間を 5/31 まで延長（子育て支援課） 

○5/4,5/5 福祉くらしの相談（電話窓口）の実施（生活福祉課） 

○5/12 「新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止に係る児童通所支援事業所及び児童通所 

サービスを利用されている市民のみなさまへ」について HP 掲載（障害福祉課） 

○5/12 「難病医療費助成制度の受給者証等の有効期間の延長」について HP 掲載、メール配信 

（障害福祉課） 

○5/15 「子育て世帯への臨時特別給付金」について HP 掲載、メール配信（子育て支援課） 

○5/15 「小児慢性特定疾病医療費助成制度の受給者証の有効期間の延長」について HP 掲載、 

メール配信（障害福祉課） 

○5/25 「新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言が解除された場合の市内認可保育所等の開園 

について」HP 掲載（子育て支援課） 



 

○5/29 オーエンス健康プラザの一時利用休止を 6/14 まで延長（健康課） 

○6/2 「妊婦への布マスクの配付について」HP 掲載（健康課） 

○6/3 「令和 2 年度心身障害者（児）プール開放事業中止のお知らせ」についてメール配信 

（障害福祉課） 

「稲城ふれあいの森条件付き開放のお知らせ」、「児童館の利用再開」についてメール 

配信（児童青少年課） 

○6/4 稲城市 PCR センター開設（市医師会） 

○6/9 「新型コロナウイルス感染症の影響等で生活にお困りの方へ」HP 掲載（生活福祉課） 

○6/22 「ひとり親世帯等臨時特別給付金について（稲城市独自事業）」HP 掲載、メール配 

信（子育て支援課） 

      「妊婦向けタクシーチケットの配付について」HP 掲載（健康課） 

○6/26 「オーエンス健康プラザの利用再開について」HP 掲載、メール配信（健康課） 

○7/1 「ジュニアワーカーセミナー中止のお知らせ」について HP 掲載（児童青少年課） 

○7/16 「新型コロナウイルス感染症の影響により 7 月以降学童クラブを休所する際の手続きについて」 

メール配信（児童青少年課） 

○7/16 「稲城ふれあいの森夏休み開放」について HP 掲載、メール配信（児童青少年課） 

○7/17 「オーエンス健康プラザの利用再開」について HP 更新（健康課） 

○7/29 「低所得のひとり親世帯臨時特別給付金」について HP 掲載（子育て支援課） 

○8/3 「低所得のひとり親世帯臨時特別給付金」についてメール配信（子育て支援課） 

○8/17 「新生児特別定額給付金（市独自事業）」についてホームページ掲載（健康課） 

○9/8 「新型コロナウイルス感染症の市内陽性患者の状況について」HP 掲載（健康課、総務契約課） 

     ※以降、随時更新 

○9/16 「新型コロナウイルス感染症の感染が疑われる聴覚障害者向けの遠隔手話通訳サービスの開

始（東京都事業）」について HP 掲載（障害福祉課） 

○10/30 「新型コロナウイルス感染症について」、「新型コロナウイルス感染症が心配なとき」について HP

更新（健康課） 

○11/4 「妊婦への布マスク配付」について HP 更新（健康課） 

○11/16 「濃厚接触者の方へ」、「新型コロナウイルスの感染が疑われる人がいる場合の家庭内での注 

意事項」について HP 掲載（健康課） 

○11/20 「新型コロナウイルス感染症の感染が疑われる聴覚障害者向けの遠隔手話通訳サービスの開

始（東京都事業）」について HP 更新（障害福祉課） 

○11/27 「妊婦への布マスク配付」について HP 更新（健康課） 

○12/15 「新型コロナウイルス感染症の感染が疑われる聴覚障害者向けの遠隔手話通訳サービスの開

始（東京都事業）」について HP 更新（障害福祉課） 

○12/16 「低所得のひとり親世帯臨時特別給付金」について HP 更新（子育て支援課） 

○12/24 「家族介護者の新型コロナ感染症療養中の介護支援」について HP 掲載（高齢福祉課、障害 

福祉課） 

○12/25 「年末年始に新型コロナウイルス感染症が心配なとき」について HP 掲載（健康課） 

○1/8 「緊急事態宣言の発出に伴うオーエンス健康プラザの営業時間の短縮」について HP 掲載、メー 



 

ル配信（健康課） 

 

○2/4 「緊急事態宣言の延長に伴うオーエンス健康プラザの営業時間の短縮」について HP 掲載、メー 

ル配信（健康課） 

○2/8 「新型コロナウイルスワクチン接種について」HP 掲載（健康課） 

○2/12 「新型コロナウイルス感染症の影響等で生活にお困りの方へ（住居確保給付金のお知らせ）」に 

ついて HP 掲載（生活福祉課） 

○2/17 「令和 3 年度学童クラブ入所説明会の中止について」HP 掲載、メール配信（児童青少年課） 

○3/8 「青少年育成施設稲城ふれあいの森開放の臨時中止」について HP 掲載（児童青少年課） 

○3/15 「稲城ふれあいの森 一般開放・森のたからばこ」の中止についてメール配信（児童青少年課） 

○3/17 「新型コロナウイルスワクチンコールセンターについて」HP 掲載（健康課） 

○3/18 「新型コロナウイルスワクチンコールセンターについて」HP 更新（健康課） 

○3/19 「緊急事態宣言の解除に伴うオーエンス健康プラザの営業時間変更について」、「新型コロナウ 

イルスワクチンコールセンターについて」メール配信（健康課） 

     「稲城ふれあいの森 一般開放・森のたからばこ」の中止についてメール配信（児童青少年課） 

○3/26 「オーエンス健康プラザ新規登録の再開」について HP 掲載（健康課） 

○3/27 「オーエンス健康プラザ新規登録の再開」についてメール配信（健康課） 

 

 

◆イベント中止・延期 

2/27 口腔機能向上教室：中止（高齢福祉課） 

2/27 講演会「認知症になっても自分らしく」：中止（高齢福祉課） 

3/2 学童クラブ入所説明会：延期（児童青少年課） 

3/4 2 歳児歯科検診：中止（健康課） 

3/6 金融トラブル被害防止セミナー：中止（高齢福祉課） 

3/5、3/19 オレンジカフェ：中止（高齢福祉課） 

3/5、3/19 １歳児歯科検診：中止（健康課） 

3/6 2 歳 6 か月児検診：中止（健康課） 

3/9 離乳食調理講習会：中止（健康課） 

3/10 認知症サポーター養成講座：中止（高齢福祉課） 

ふたごの会：中止 （健康課） 

3/11 親子歯磨き教室：中止 （健康課） 

3/13 母子健康相談：中止 （健康課） 妊婦歯科検診：中止（健康課） 

3/14、4/25 パパママ教室：中止 （健康課） 

3/14、3/28  森のたからばこ：中止（児童青少年課） 

3/16 地区体力測定会：中止（高齢福祉課） 

3 月～4 月中 高齢者交流の場（押立の家・大丸憩いの家・平尾 20 クラブ・長峰木曜会）：中止（高齢 

福祉課） 

  3 月中～当面の間 あそびの広場、出張あそびの広場、子育てサポーターの日：中止（子育て支援課） 



 

5/10～7/26（毎週日曜日）、5/12～8/4（毎週火曜日）、5/14～7/30（毎週木曜日） 

シニア向け「介護予防体操教室」3 ヶ月コース：延期（高齢福祉課） 

5/19、5/26 食べる・笑う・しゃべる元気なお口！！口腔機能向上教室～2日間コース～：延期（高齢 

福祉課） 

6/2 生活習慣病予防教室：延期（健康課） 

9/13 令和２年度敬老会：中止（高齢福祉課） 

10/27 令和 2 年度稲城市戦没者追悼式：中止（生活福祉課） 

1/15～ ペアレントトレーニング：中止（子ども家庭支援センター） 

 

 

 

【都市建設部】 

○松葉ふれあい館の休館（3/2～3/31）（土木課） 

  ⇒ 4/1 以降も休館延長 

○3/17 公園の一般利用・イベント開催の可否について通知 （土木課） 

○下水道料金の支払い猶予（下水道課） 

○上谷戸緑地体験学習館の休館（4/6～5/31）（土木課） 

○稲城北緑地公園多摩梨パークの使用中止（4/4～5/31）（土木課） 

○ひらお苑による「どんぐり号」（美望会・向山会地区～平尾団地商店街巡回のワンボックスカー）の運行 

休止（4/7～当面の間）（管理課） 

○4/20 公園利用時の注意事項についてメール配信（土木課） 

○4/24 稲城北緑地公園、若葉台公園内でのバーベキュー禁止（土木課） 

      稲城北緑地公園、若葉台公園第二・第三駐車場の閉鎖（土木課） 

○4/27 若葉台公園第一駐車場、上谷戸親水公園駐車場の閉鎖（土木課） 

      稲城北緑地公園、若葉台公園、平尾近隣公園、稲城中央公園の一部複合遊具閉鎖（土木課） 

○4/28 すべての複合遊具と一部の遊具（稲城北緑地公園、若葉台公園、押立中関児童公園）の閉鎖

（土木課） 

○6/1 公園施設の再開 

○6/11 「市内のバス運行について」HP 掲載（管理課） 

      「公園施設等の再開状況とご利用時のお願い」についてメール配信（土木課） 

○10/28 「若葉台イルミネーション 2020」の点灯式中止について HP 掲載（市街地整備課） 

      「矢野口駅前きらきらフェスタ 2020」の点灯式中止について HP 掲載（区画整理課） 

○12/24 「i バス乗務員の新型コロナウイルス感染について」HP 掲載（管理課） 

○3/20 「市立公園内での宴会等について」メール配信（土木課） 

○3/25 「市立公園内での宴会等について」メール配信（土木課） 

 

 

【都市環境整備部】 

○4/7 「上谷戸ホタルの夕べ in 稲城 2021 の中止について」、「遊具の撤去について」HP 掲載（緑と環



 

境課） 

○4/13 「公園内のバーベキュー禁止について」HP 掲載（緑と環境課） 

 

 

【会計課】 

○みずほ銀行派出所窓口の業務縮小に伴う担当課での収納業務対応（4/6～4/9） 

  ⇒4/10～ 通常通り営業 

 

 

【教育部】 

○1/30 メール配信 （①健康課②子育て支援課・学務課③市立病院） 

       ・・・①1/27HP 掲載と同等内容、②発熱・咳などの症状がある場合の登校・登園見合わせ、 

③対応は相談のみとし、来院前に電話問い合わせを求める。 

○小・中学校全校の臨時休業（3/4～3/25）（指導課） 

      ※3/26～4/5 ⇒ 春休み 

※臨時休業中の児童の預かり 

   ・・・小学校 1 年生～3 年生。午前 8 時 30 分～午後 2 時まで。弁当・水筒・自習用教材等 

持参（土曜、日曜、祝日、3/24 は除く） 

※卒業式（小学校 3/24、中学校 3/19）は実施するが、参加者は卒業生、卒業生の保護者（各 

家庭 2 名まで）及び教職員とする。 

  ⇒4/8 登校日（4/13 以降）を中止 

  ⇒4/9 児童の預かりについて自粛を要請（メール配信、HP 掲載） 

  ⇒4/17 小学校の児童預かりを臨時休止（4/20～5/6） 

  ⇒4/28 臨時休業期間を 5/10 まで延長（メール配信、HP 掲載） 

  ⇒5/7 臨時休業期間を 5/31 まで延長（メール配信、HP 掲載） 

  ⇒6/1～ 段階的な再開（分散・時差登校） 

○放課後子ども教室の運営（生涯学習課） 

  3/4～3/23・・・午後 2 時～午後 5 時 ※日曜日及び祝日を除く 

  3/24～4/4・・・午前 8 時 30 分から午後 5 時まで  

※日曜日を除く。 

※学校登校日（3/25）は 6 年生：8 時 30 分から 1～5 年生：各学年の終業時刻から。 

   ⇒4/9 利用の自粛を要請（メール配信、HP 掲載） 

   ⇒4/30 利用自粛期間を 5/9 まで延長（メール配信、HP 掲載） 

   ⇒5/7 利用自粛期間を 5/31 まで延長（メール配信、HP 掲載） 

   ⇒6/1～ 段階的な再開 

○i プラザの運営（生涯学習課） 

児童・青少年エリアの休館（3/4～3/25）⇒3/26 以降も休館延長 

市主催事業の中止（3 月中） 

利用自粛要請（3/4～） 



 

⇒6/1～ 段階的な再開 

○図書館の運営（図書館課） 

   読みきかせ等の市主催事業中止（3 月中）。 

閲覧席は間隔を広げての利用、グループ学習室利用休止、視聴ブースの複数名利用休止 

休館（3/29～5/31 図書館及び城山体験学習館）、貸出書籍の返却期限の猶予 

⇒6/1～ 段階的な再開 

○各文化センター（公民館）（生涯学習課） 

    市主催事業の中止（3 月以降） 

    休館（3/31～5/31） ⇒6/1～ 段階的な再開 

○臨時休校中の小学校における児童預かり対応職員へのマスク配布（指導課） 

○小学校、中学校における登校日（3/25）について、感染リスク対策（家庭での検温、放送機器 

活用、時差登校等）を講じたうえで実施（指導課）  

○3/17 臨時休業期間中の児童生徒の外出について通知（教育総務課） 

○3/26 市立小・中学校における教育活動の再開（4/6～）について通知（指導課・学務課） 

○学校体育館の利用中止（3/30～5/31）、校庭の利用中止（4/4～5/31）（教育総務課） 

○4/17 小学校・中学校入学に向けての就学相談説明会（5/11、6/15）の中止（指導課） 

○5/25 「新型コロナウイルス感染症拡大防止に係る稲城市教育委員会の対応について」HP 更新（指 

導課） 

○5/26 「稲城市立小・中学校の今後の学校再開について」HP 掲載（指導課） 

○5/27 学校体育施設団体開放を 7/1 より再開決定（教育総務課） 

○5/27 「学校体育施設の個人開放」について」HP 掲載（教育総務課） 

○5/28 「学校給食の再開と学校給食費について」HP 掲載（学務課） 

○6/10 「放課後子ども教室の利用について」メール配信（生涯学習課） 

○6/12 「公民館等の利用について」メール配信（生涯学習課） 

○6/22 「学校給食の提供再開」について HP 掲載（学校給食課） 

○6/23 「放課後子ども教室 7 月の利用について」HP 掲載、メール配信（生涯学習課） 

○6/25 「新型コロナウイルス感染症拡大防止のための公民館等の利用について」HP 掲載、メール配信 

（生涯学習課） 

○6/26 学校体育施設の個人開放について、当面の間中止とすることを決定（教育総務課） 

○6/29 「新型コロナウイルス感染症の影響により家計が急変した世帯への就学援助について」 

HP 掲載（学務課） 

○7/1 「学校体育施設団体開放の再開について」HP 掲載（教育総務課） 

○7/29 「学校体育施設の個人開放」について HP 掲載（教育総務課） 

○8/28 「稲城市立学校教職員の新型コロナウイルス感染症患者発生について」HP 掲載（指導課） 

○1/7 「令和 3 年稲城市成人式実施について」、「成人式に参加される新成人の皆さまへ」HP 掲載、 

メール配信（生涯学習課） 

○1/12 「稲城市公民館の開館時間の変更」について HP 掲載（生涯学習課） 

○1/16 「市民企画提案による公民館主催講座の中止について」HP 掲載（生涯学習課） 

○1/25 「新型コロナウイルス感染症等の対策に係る入学式の対応について」HP 掲載（学務課） 



 

 

◆イベント中止・延期 

2/29 郷土資料室講座：中止（生涯学習課） 

3/7 第 40 回第二文化センター市民まつり：中止（生涯学習課） 

3/8 第 12 回稲城市ふるさと郷土芸能まつり：中止（生涯学習課） 

3/10 稲城市教育委員会児童・生徒表彰：中止（教育総務課） 

3/14 第 14 回いなぎ IC カレッジ展示・発表会：中止（生涯学習課） 

3 月～4 月末 IC カレッジ一般教養講座・プロフェッサー講座：中止（生涯学習課） 

4/8、4/22 古民家の一般開放：中止（生涯学習課） 

9/19、9/20 第 13 回中央公民館交流まつり：中止（生涯学習課） 

10/4 第 40 回稲城フェスティバル：中止（生涯学習課） 

1/16,1/30,2/13,2/27 市民企画提案による公民館主催講座：中止（生涯学習課） 

2/27 郷土資料室講座：中止（生涯学習課） 

 

 

【消防本部】 

○1/31 「危機管理対策本部設置」について HP 掲載、メール配信（総務契約課・防災課） 

○4/23 防災行政無線による市民への広報を実施（総務契約課、防災課） 

…不要不急の外出自粛について（以降、毎日 10 時に放送） 

○5/1 「大規模災害時における新型コロナウイルス感染症を踏まえた避難」について HP 掲載（防災課） 

○5/15 「指定避難所における感染防止対策」について HP 掲載（防災課） 

○5/16 防災行政無線の放送内容を更新 

○5/29 「新型コロナウイルス感染症を踏まえた災害時の避難 5つのポイント」について HP 

掲載（防災課） 

○6/10 「避難所設営・運営における新型コロナウイルス感染症への対応について」HP 掲載（防災課） 

○6/18 「消防法令関係手続における押印等の省略について」、「飛沫防止用のシートに係る火災予防 

上の留意事項について」HP 掲載（予防課） 

○11/21～11/23 新型コロナウイルス感染症拡大防止に係る注意喚起…メール配信、広報掲示板への 

ポスター掲示、防災行政無線での放送（総務契約課、秘書広報課、防災課） 

○1/20～ 緊急事態宣言発出に係る注意喚起…メール配信（毎日 15:55）、広報掲示板へのポスター掲 

示、防災行政無線（毎日 15:55）での放送（総務契約課、秘書広報課、防災課） 

 

 

◆イベント中止・延期 

3/8 市民対象救命講習 1：中止（警防課） 

3/22 消防フェア 2020 :中止（予防課） 

6/28 第 31 回稲城市消防団消防操法審査会：中止（防災課） 

 

 



 

【議会事務局】 

○傍聴者受付窓口へ張り紙掲示 

○傍聴の自粛 

○咳の出る方のマスクの着用（持参がない場合は、マスク配布） 

○休会（3/3～3/11） 

○委員会の休会（4/6～4/30） 

○11/2 「稲城市議会議員の新型コロナウイルス感染症への感染について」HP 掲載 

 

 

 

【選挙管理委員会】 

○6/1 「選挙執行における新型コロナウイルス感染症予防対策について」HP 掲載 

 

 

【市立病院】 

○1/30 メール配信 （①健康課②子育て支援課・学務課③市立病院） 

     …①1/27HP 掲載と同等内容、②発熱・咳などの症状がある場合の登校・登園見合わせ、 

③対応は相談のみとし、来院前に電話問い合わせを求める。 

○面会を家族のみへ制限 

○2/18 新型コロナウィルス感染対策本部設立 

○稲城市医師会による「“新型コロナ感染症に対する対策協議会”連絡会」の設置 

○健診センター 利用停止（4/1～）  

○4/1 帰国者接触者外来の設置 

○4/20 電話再診による処方箋の発行開始 

○5/25 三多摩島しょ公立病院運営協議会会長市として、厚生労働省、東京都に対して要請活動 

     （公立病院の運営赤字の財政支援） 

○11/1 「診療体制の再開について」HP 掲載 

○11/16 「たくさんのエールがみんなの力になっています！」HP 掲載 

○12/11 「新型コロナウイルスの感染が疑われる人がいる場合の家庭内の注意事項」について HP 掲載 

○1/1 「当院における新型コロナウイルス感染症発生について（1 月 1 日覚知 第 1 報）」HP 掲載 

○1/4 「当院における新型コロナウイルス感染症発生について（1 月 1 日覚知 第 2 報）」HP 掲載 

○1/7 「当院における新型コロナウイルス感染症発生について（1 月 6 日覚知 第 1 報）」HP 掲載 

○1/12 「当院における新型コロナウイルス感染症発生について（1 月 6 日覚知 第 2 報）」HP 掲載 

○1/18 「当院における新型コロナウイルス感染症発生について（1 月 16 日覚知 第 1 報）」HP 掲載 

○2/9 「守ろう市立病院・新型コロナ対策医療支援寄付のお願い」について HP 掲載 

○2/18 「稲城市立病院への寄付をお願いします（新型コロナ対策医療支援寄付）」について市 HP 掲載

（管理課） 

 

  



 

３ 国の動き 

    1 月 21 日 新型コロナウイルスに関連した感染症対策に関する関係閣僚会議 

      24 日 新型コロナウイルスに関連した感染症対策に関する関係閣僚会議 

      28 日 新型コロナウイルスについて指定感染症及び検疫感染症に指定（2 月 7 日施行） 

      30 日 新型コロナウイルス感染症対策本部の設置 

      31 日 指定感染症及び検疫感染症の施行日の前倒し（2 月 1 日施行） 

    1 月 30 日～12 月 28 日 第１回～第 50 回 新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

    2 月 13 日 新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策 

          (1)帰国者等への支援、(2)国内感染対策の強化、(3)水際対策の強化 

          (4)影響を受ける産業等への緊急対応、(5)国際連携の強化等 

    2 月 16 日～5 月 29 日 第 1 回～第 15 回 新型コロナウイルス感染症対策専門家会議 

2 月 25 日 新型コロナウイルス感染症対策の基本方針 

            ・重要事項 

              (1)国民・企業・地域等に対する情報提供 

               手洗い、咳エチケット等の一般感染対策の徹底  

               発熱等の風邪症状が見られる場合の休暇取得、外出自粛等の呼びかけ 

               テレワーク、時差出勤の強力な推進 

               イベント等の開催について、改めて必要性の検討 など 

      2 月 26 日 全国的なスポーツ、文化イベント等について、今後 2 週間は、中止・延期・規 

模縮小等の対応を要請 

 2 月 27 日 全国の小学校、中学校、高校、特別支援学校について 3 月 2 日から春休みまで 

臨時休校とするよう要請することを決定 

3 月 10 日 新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策（第 2 弾） 

                (1)感染拡大防止策と医療供給体制の整備 

(2)学校の臨時休業に伴って生じる課題への対応 

(3)事業活動の縮小や雇用への対応 

                (4)事態の変化に即応した緊急措置等 

                また、専門家会議（3 月 9 日）での見解を受け、19 日頃までの概ね 10 日間程度 

                大規模イベント等の自粛を継続するよう要請 

      3 月 13 日 新型インフルエンザ等対策特別措置法の改正 

（※翌 14 日施行。新型コロナウイルス感染症について、同法に規定する「新型イ 

ンフルエンザ等」とみなし、法令を適用） 

        3 月 18 日 生活不安に対応するための緊急措置 

              （1）個人向け緊急小口資金等の特例の拡大、（2）公共料金の支払の猶予等 

（3）国税・社会保険料の納付の猶予等、（4）地方税の徴収の猶予等 

        3 月 20 日 専門家会議（3 月 19 日）での見解を受け、大規模イベント等について、主催者 

がリスクを判断し、引き続き慎重な対応を行うよう要請 

        3 月 26 日 新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく新型コロナウイルス感染症対策本 

部設置 



 

        3 月 28 日 新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針決定 

        ４月 7 日  緊急事態宣言発出（※東京、神奈川、埼玉、千葉、大阪、兵庫、福岡を対象に 5

月 6 日まで） 

      ４月 16 日 緊急事態宣言の実施区域を全都道府県に拡大 

             新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針を改定 

      ４月 20 日 「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」が閣議決定 

             特別定額給付金（仮称）事業の実施が決定 

             総務省に特別定額給付金実施本部の設置 

      ５月４日 緊急事態宣言の期間延長（5 月 31 日まで） 

            新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針を改定 

      ５月 14 日 39 県で緊急事態宣言解除 

             新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針を改定 

      5 月 21 日 大阪府、京都府、兵庫県で緊急事態宣言解除 

              新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針を改定 

      5 月 25 日 新型コロナウイルス感染症緊急事態解除宣言の発出 

              新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針を改定 

      7 月 10 日 第 1 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

      7 月 16 日 第 2 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

      7 月 22 日 第 3 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

      7 月 31 日 第 4 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

      8 月 5 日 感染症対策分科会より、「お盆休みにおける帰省等の在り方」について提言 

      8 月 7 日 第 5 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

      8 月 21 日 第 6 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

      8 月 24 日 第 7 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

９月 4 日  第８回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

      9 月 11 日 第 9 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

      9 月 15 日 大都市の歓楽街における感染拡大防止対策ワーキンググループの開催 

      9 月 25 日 第 10 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

      9 月 29 日 第 2 回大都市の歓楽街における感染拡大防止対策ワーキンググループの開催 

      10 月 13 日 第 3 回大都市の歓楽街における感染拡大防止対策ワーキンググループの開催 

      10 月 15 日 第 11 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

      10 月 16 日 第 3 回偏見・差別とプライバシーに関するワーキンググループの開催 

      10 月 23 日 第 12 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

              分科会から政府への提言（①年末年始、②感染リスクが高まる「5 つの場面」と「感 

染リスクを下げながら会食を楽しむ工夫」） 

      10 月 26 日 「催物の主催者が存在しない行事における感染防止策の徹底について」の事務 

連絡発出 

      10 月 27 日 「大規模イベントに係るクラスター対策について」の事務連絡発出 

              第 4 回大都市の歓楽街における感染拡大防止対策ワーキンググループの開催 



 

      10 月 29 日 第 13 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

      11 月 6 日 第 4 回偏見・差別とプライバシーに関するワーキンググループの開催 

      11 月 9 日 第 14 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

      11 月 11 日 「寒冷な場面における新型コロナ感染防止等のポイント」の掲載 

      11 月 12 日 第 15 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

              「来年 2 月末までの催物の開催制限、イベント等における感染拡大防止ガイドライ 

ン遵守徹底に向けた取組強化等について」の事務連絡発出 

      11 月 17 日 「新型コロナウイルス感染症智王地方創生臨時交付金における協力要請推進枠 

の創設について」の事務連絡発出 

      11 月 20 日 第 16 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

11 月 25 日 第 17 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

              「感染拡大地域における催物の開催制限等について」の事務連絡発出 

      12 月 2 日 「『5 つの場面』年末年始特設サイト」の開設 

      12 月 4 日 「飲食店などにおける業種別ガイドラインの周知・遵守徹底について」の事務連絡 

発出 

      12 月 11 日 第 18 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

「年末年始における忘年会・新年会・成人式等及び帰省の留意事項について」の 

              事務連絡発出 

      12 月 23 日 「分科会提言を踏まえた催物の開催制限等の取扱いについて」の事務連絡発出 

              第 19 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

      12 月 24 日 「新型コロナウイルスワクチンの接種について（案）」のパブリックコメント受付開始 

      12 月 26 日 新型コロナウイルス感染症に関する新たな水際対策措置について決定 

      12 月 28 日 Go To トラベル事業の全国一斉停止（令和 3 年 1 月 11 日まで） 

1 月 5 日 第 20 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

1 月 7 日～4 月 9 日 第 51 回～第 60 回 新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

      1 月 7 日 第 9 回基本的対処方針等諮問委員会の開催 

             １都３県（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）に緊急事態宣言の再発出（～2/7） 

      1 月 8 日 第 21 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

      1 月 13 日 第 10 回基本的対処方針等諮問委員会の開催 

新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針の変更 

              緊急事態措置の対象地域を追加（栃木県、岐阜県、愛知県、京都府、大阪府、兵 

庫県、福岡県）、14 日から実施（～2/7） 

      1 月 15 日 第 22 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

2 月 2 日 第 23 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

             第 11 回基本的対処方針等諮問委員会の開催 

新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針の変更 

                  ・・・緊急事態宣言の期間延長（～3/7）及び区域変更 

2 月 3 日 新型インフルエンザ等対策特措法の改正法案が成立 

2 月 9 日 第 24 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 



 

             「新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律の施行に伴う関 

係政令の整備に関する政令」の閣議決定（2 月 10 日公布） 

      2 月 12 日 第 12 回基本的対処方針等諮問委員会の開催 

新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針の変更 

 ・・・「まん延防止等重点措置」の創設 

      2 月 25 日 第 25 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

      2 月 26 日 第 13 回基本的対処方針等諮問委員会の開催 

              新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針の変更 

              …緊急事態宣言の区域変更（1 都 3 県は継続） 

              「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における『協力要請推進 

枠』の解除都道府県に対する経過措置等について」の事務連絡発出 

      3 月 2 日 新型コロナウイルス変異株流行国・地域への指定について、新たに 13 の国・地域を 

             指定 

      3 月 5 日 第 14 回基本的対処方針等諮問委員会の開催 

新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針の変更 

              …1 都 3 県の緊急事態宣言を 3 月 21 日まで延長 

      3 月 17 日 新型コロナウイルス変異株流行国・地域への指定について、新たに７の国・地域 

を指定 

      3 月 18 日 第 15 回基本的対処方針等諮問委員会の開催 

                  新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針の変更 

              …新型コロナウイルス感染症緊急事態の終了(3/21) 

      3 月 22 日 「飲食の場面及び職場におけるコロナ感染症対策のお知らせ」について事務連絡 

の発出 

      3 月 23 日 「年度当初の研修での留意事項について」事務連絡の発出 

3 月 26 日 新型コロナウイルス変異株流行国・地域への指定について、新たに 2 か国を指定 

4 月 1 日 新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針の変更 

             …宮城県、大阪府、兵庫県を「まん延防止等重点措置を実施すべき区域」に指定 

（期間は令和 3 年 4 月 5 日から同年 5 月 5 日まで） 

             「感染対策の適切な実施について」事務連絡の発出 

4 月 6 日 新型コロナウイルス変異株流行国・地域への指定について、新たに 3 つの国と地域 

を指定 

4 月 8 日 第 1 回新型コロナウイルス感染症対策分科会の開催 

4 月 9 日 第 2 回基本的対処方針分科会の開催 

             新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針の変更 

             …東京都、京都府、沖縄県を「まん延防止等重点措置を実施すべき区域」に追加 

       4 月 9 日 「要請・命令に際しての適切な判断の在り方について」事務連絡の発出 

  



 

４ 都の動き 

    1 月 24 日 新型コロナウイルス関連肺炎東京都危機管理対策会議（第 1 回） 

      27 日 新型コロナウイルス関連肺炎東京都危機管理対策会議（第 2 回） 

      28 日 新型コロナウイルス関連肺炎東京都危機管理対策会議（第 3 回） 

29 日 新型コロナウイルス関連肺炎東京都危機管理対策会議（第 4 回） 

30 日 新型コロナウイルス感染症対策本部の設置 

          ※東京都では国内でも人から人への感染が確認されるとともに、武漢からの帰国者の中 

に症状はないがウイルスを保有している人がいるなど新たなフェーズに入ったこ

とから、1 月 30 日に新型コロナウイルス感染症対策本部を設置した。 

1 月 30 日～12 月 21 日 第 1 回～第 45 回 東京都新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

3 月 23 日    学校について：3 月 26 日を目途に感染予防の指針を発表 

           大規模イベント等について：4 月 12 日までの間、現在の対応方針（都主催のイ 

ベント等の延期・中止）を継続 

       3 月 25 日  都内感染者の増加を受け、不要不急の外出等を控えるよう要請 

       3 月 26 日  「都立学校版感染症予防ガイドライン」の公表 

  新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく対策本部の設置 

4 月 1 日  区市町村別の感染者数公表を開始 

都立学校などの休校延長（～5/6） 

都立施設の休館、都主催大規模イベントなどの中止・延期期間延長（～5/6） 

        4 月 7 日  東京都緊急事態措置の実施内容等について公表 

※施設の使用制限等については、国と調整のうえ、4 月 10 日に公表予定 

    4 月 10 日  東京都緊急事態措置等の要請事項の詳細について公表 

    4 月 15 日  東京都緊急対策（第四弾）の公表 

      4 月 25 日  「都民のいのちを守る STAY HOME 週間」開始（5 月 6 日まで） 

    5 月 5 日  東京都緊急事態措置の延長（5 月 31 日まで） 

      5 月 15 日  「新型コロナウイルス感染症を乗り越えるためのロードマップ（骨格）の公表 

      5 月 19 日 令和２年第二回定例会補正予算案を発表 

      5 月 22 日 「新型コロナウイルス感染症を乗り越えるためのロードマップ」の公表 

      5 月 25 日 「ステップ１における新型コロナウイルス感染拡大防止のための対応」の発表 

      5 月 26 日 国の基本的対処方針改定を踏まえ、「新型コロナウイルス感染症を乗り越えるため 

のロードマップ」を一部改訂 

      5 月 29 日 「ステップ２における新型コロナウイルス感染拡大防止のための対応」の発表 

      6 月 1 日 「新型コロナウイルス感染症を乗り越えるためのロードマップ」ステップ２へ移行 

      6 月 2 日 「東京アラート」を発令 

      6 月 5 日 繁華街における都民への呼びかけを実施 

    ６月 11 日 「東京アラート」解除の発表 

「ステップ３における新型コロナウイルス感染拡大防止のための対応」の発表 

      6 月 12 日 「感染防止徹底宣言ステッカー」の発行 

      6 月 17 日 「東京都感染拡大防止協力金（第 2 回）」の受付開始 



 

      6 月 18 日 すべての施設の休業要請を終了 

      6 月 19 日 事業者向け「東京都感染拡大防止ガイドブック」の公開 

              感染症対策と学校運営に関するガイドライン（都立学校）の改訂 

      ７月 1 日 新たなモニタリングの方向性の公表 

      7 月 9 日 第 1 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

             令和 2 年度 7 月補正予算案を発表 

    7 月 15 日 第 2 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

      7 月 22 日 第 3 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

      7 月 27 日 「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療・介護・障害分）」の受付開始 

              「東京都家賃等支援給付金について」の公表 

      7 月 30 日 第 4 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

      7 月 31 日 第 1 回新型コロナウイルス感染症対策都区市町村協議会会議の開催 

              「営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金」の公表 

      ８月 6 日 第５回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

      8 月 7 日 新型コロナウイルスの感染拡大等に伴う道路占有料等の納付期限猶予の延長を 

決定 

             「営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金」の実施概要を公表 

      8 月 13 日 第 6 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

      8 月 17 日 「東京都家賃等支援給付金」の受付開始 

      8 月 20 日 第 7 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

      8 月 27 日 東京都新型コロナウイルス感染症対策審議会の開催 

             第 8 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

      9 月 3 日 第 9 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

      9 月 10 日 東京都新型コロナウイルス感染症対策審議会の開催 

             第 10 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

      9 月 17 日 第 11 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

      9 月 24 日 令和 2 年度 9 月補正予算案（追加分）の公表 

              第 12 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

10 月 1 日 第 13 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

        「東京 iCDC 専門家ボード」の設置 

10 月 8 日 第 14 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

        ペット同伴者用の宿泊療養施設の開設 

10 月 15 日 第 15 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

10 月 22 日 第 16 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

10 月 23 日 「都内観光促進事業（もっと楽しもう！TokyoTokyo）」販売開始 

10 月 28 日 「STOP!コロナ差別」チラシの作成 

        新型コロナウイルス感染症対策事業の一部について実施期間を延長 

10 月 29 日 第 17 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

10 月 30 日 「東京都発熱相談センター」の開設 



 

        「新型コロナウイルス感染症に関する検査体制整備計画」の策定 

11 月 5 日 第 18 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

11 月 12 日 第 19 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

11 月 17 日 令和 2 年第四回定例会補正予算（案）についての公表 

11 月 19 日 第 20 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

11 月 26 日 第 21 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

      12 月 3 日 第 22 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

12 月 10 日 第 23 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

12 月 14 日 令和 2 年第四回定例会補正予算（案）（追加分）についての公表 

12 月 17 日 第 24 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

        東京 iCDC で「新型コロナウイルス感染症都民向け感染予防ハンドブック」の作成 

12 月 18 日 「営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金（11/28～12/17 実施分）」の受付を 

開始 

        都内 23 区及び多摩地域の各市町村内の酒類の提供を行う飲食店を対象に朝 5 

時から夜 10 時までの営業時間短縮の要請（～1/11） 

12 月 24 日 第 25 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

12 月 25 日 「営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金（12/18～1/11 実施分）」の実施概要 

の公表 

12 月 30 日 第 26 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

1 月 2 日 １都３県（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）で緊急事態宣言発出の国への要請 

1 月 4 日～4 月 9 日 第 46 回～第 54 回 東京都新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

1 月 4 日 東京都 iCDC 専門家ボードに「微生物解析チーム」「研究開発チーム」の設置、 

       及び外部アドバイザーを選任 

1 月 7 日 第 27 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

       国の緊急事態宣言発出を受けての緊急事態措置の実施（2/7 まで） 

       「都内観光促進事業（もっと楽しもう！TokyoTokyo）」新規予約の一時停止 

       ※既に予約をしている旅行については、1/12～2/7 事業利用を停止 

1 月 14 日 第 28 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

1 月 20 日 「営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金（1/8～2/7 実施分）」の対象拡大 

1 月 21 日 第 29 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

1 月 22 日 「営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金（12/18～1/7 実施分）」の実施概要 

公表（申請受付開始は 1/26） 

      1 月 28 日 第 30 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

      2 月 2 日 「新型コロナウイルス感染拡大防止のための東京都における緊急事態措置等」の延 

長（2 月 8 日～3 月 7 日） 

      2 月 3 日 「都内観光促進事業（もっと楽しもう！TokyoTokyo）」実施内容の変更 

            ※既に予約をしている旅行について、2/8～3/7 事業利用を停止 

      2 月 4 日 第 31 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

      2 月 5 日 「営業時間短縮の要請に伴う補正予算」の専決処分 



 

             「営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金（2/8～3/7 実施分）」の実施概要公表 

      2 月 10 日 第 32 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

      2 月 18 日 「東京都家賃等支援給付金」の申請期限を延長（令和 3 年 4 月 30 日まで） 

              第 33 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

              令和 2 年度最終補正予算案（追加分）及び令和 3 年度補正予算案の公表 

      2 月 22 日 「営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金（1/8～2/7 実施分）-中小企業者向け 

-」の申請受付要項の公表、オンラインによる受付開始 

      2 月 26 日 第 34 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

              多摩地域における新型コロナウイルス感染症の宿泊療養施設の公募を開始 

      3 月 4 日 第 35 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

        3 月 5 日 「1 都 3 県テレワーク集中実施期間」を延長（～3/21 まで） 

             令和 2 年度最終補正予算案（追加分その 2）の公表 

      3 月 8 日 「新型コロナウイルス感染拡大防止のための東京都における緊急事態措置等」の実

施（～3/21 24 時まで） 

「営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金（3/8～3/31 実施分）」の実施概要公表 

      3 月 12 日 第 36 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

      3 月 18 日 第 37 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

      3 月 19 日 テレワーク導入率調査結果の公表 

      3 月 24 日 令和 2 年度最終補正予算案（追加分その３）及び令和 3 年度補正予算案（追加 

分）の公表 

「リバウンド防止期間における東京都の対応について」の公表 

      3 月 25 日 新型コロナウイルスの感染拡大に伴う水道料金・下水道料金の支払猶予の受付期 

間を延長（令和 3 年 9 月 30 日まで） 

新型コロナウイルス感染症に係る人権問題に関する専門電話相談の開始 

第 38 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

      3 月 26 日 「営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金（4/1～4/21 実施分）」の告知 

              「営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金（2/8～3/7 実施分）」の申請受付要 

項の公表 

「東京都出産応援事業」の公表 

東京都 iCDC 専門家ボードに「人材育成チーム」の設置、及び外部アドバイザーを 

選任 

      3 月 29 日 都立病院患者支援センターへの「コロナ後遺症相談窓口」の設置 

      3 月 31 日 「新型コロナウイルス感染症の宿泊療養施設の運営延長及び閉所」を公表 

              「宿泊施設テレワーク利用促進事業」の募集開始 

      4 月 1 日 第 39 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

             多摩地域の宿泊施設を活用したサテライトオフィスの提供を開始 

      4 月 8 日 第 40 回東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議の開催 

      4 月 9 日 東京都における新型コロナウイルス感染症まん延防止等重点措置の内容を発表 

新型コロナウイルス感染症対策に係る補正予算の専決処分 



 

「営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金（4/1～4/21 実施分）」の一部変更 

             「営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金（4/12～5/11 実施分）」の告知 

      4 月 12 日 新型コロナウイルス感染症まん延防止等重点措置の適用開始 

              …23 区、八王子市、立川市、武蔵野市、府中市、調布市、町田市 

「徹底点検 TOKYOサポート」プロジェクトの実施開始 

4 月 13 日 軽症者等を受け入れる宿泊療養施設を 1 施設新設 

 

 



令和 3年 4月 20 日 

福 祉 部 健 康 課 

 

新型コロナウイルスのワクチン接種について 

 

１ 医療従事者への接種 

接種開始日 4 月 19 日（月）～ 

 

２ 65 歳以上の高齢者への接種 

接種券の発送日 4 月 16 日（金） 

※4月 23 日（金）までにお手元に届く予定です。 

予約開始日（集団接種） 4 月 26 日（月）正午～ 

接種開始日（集団接種） 5 月 12 日（水）～ 

接種会場 稲城市立病院健診・外来棟 2階（土・日曜日、祝日を除く） 

※詳細は、接種券に同封した案内、市ホームページをご確認ください。 

説明の動画も配信しています。 

https://www.city.inagi.tokyo.jp/kenko/iryou_kenkou/oshirase/coro

navirus/coronavirus_vaccine/koronayobousessyu.html 

 

今後のワクチンの供給量によって、各医療機関での個別接種を行います。

しばらくは、予約が取りにくくなることが予想されますが、ワクチン接

種を希望される全ての方が接種できるよう、順次、ワクチンが供給され

ますので、安心してお待ちください。 

ご不明な点はコールセンターまでお問合せください。 

 

３ お問い合わせ  

稲城コロナワクチンコールセンター（日曜日、祝日を除く午前 9 時から

午後 5時まで） 

電話 03-5369-3947 

聴覚障害者相談窓口 ファクス 03-3225-1005、 

メール inagi_city@nta.co.jp 

 

https://www.city.inagi.tokyo.jp/kenko/iryou_kenkou/oshirase/coronavirus/coronavirus_vaccine/koronayobousessyu.html
https://www.city.inagi.tokyo.jp/kenko/iryou_kenkou/oshirase/coronavirus/coronavirus_vaccine/koronayobousessyu.html
mailto:inagi_city@nta.co.jp

